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第11章 評価書作成にあたっての準備書記載事項との相違の概要 

評価書の作成にあたり、準備書についての知事の意見や新潟県環境影響評価審査会の指摘に対する

対応、記載内容の充実及びわかりやすさの向上を目的として、準備書の記載事項について見直しを行

った。追加・修正した内容は表 11.1 に示すとおりである。なお、誤字･脱字等の軽微な修正につい

ては記載していない。 

 

表 11.1(1) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 1章 P1-1 1.4 対象事業の目的及び内容等 

五泉市、阿賀野市、阿賀町では、発生する一般

廃棄物について、表 1.4.1～表 1.4.2 に示す施

設において五泉地域衛生施設組合(以下、「事業

者」という。)による共同処理や各市町による処

理を行ってきたが、各処理施設は稼働後 25～34 

年が経過し、施設更新が急務となっている。 

そのような状況を踏まえ、五泉地域衛生施設組

合一般廃棄物中間処理施設整備事業では、五泉

市、阿賀野市、阿賀町が中心になって策定した

「五泉市・阿賀野市・阿賀町一般廃棄物処理広

域化実施計画(1 年次)」(以下、「実施計画(1 年

次)」という。)」及び「五泉市・阿賀野市・阿

賀町一般廃棄物処理広域化実施計画（2 年次）

（以下、「実施計画(2 年次)」という。）」に基づ

き、一般廃棄物の中間処理施設としてエネルギ

ー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリサイク

ル推進施設を整備する事業である。 

1.4 対象事業の目的及び内容等 

五泉市、阿賀野市、阿賀町(以下、「2 市 1 町」

という。)では、発生する一般廃棄物について、

表 1.4.1～表 1.4.2 に示す施設において五泉地

域衛生施設組合(以下、「事業者」という。)によ

る共同処理や各市町による処理を行ってきた。

しかし、各処理施設は稼働後 25 年以上が経過

し、施設更新が急務となっている。 

五泉地域衛生施設組合一般廃棄物中間処理施設

整備事業は、このような状況を踏まえ、2 市 1

町が中心になって策定した「五泉市・阿賀野市・

阿賀町一般廃棄物処理広域化実施計画(1 年

次)」(以下、「実施計画(1 年次)」という。)」

及び「五泉市・阿賀野市・阿賀町一般廃棄物処

理広域化実施計画（2 年次）（以下、「実施計画

(2 年次)」という。）」に基づき、2市 1町の一般

廃棄物を広域的に処理する中間処理施設として

エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアル

リサイクル推進施設を新たに整備する事業であ

る。 

 P1-2 表 1.4.1 表 1.4.1 3 行目 

現行施設の所在地を追記 

 P1-2 表 1.4.2 表 1.4.2 3 行目 

現行施設の所在地を追記 

 P1-3 

1.4.2 対象事業実施区域の位置 

対象事業実施区域は、図 1.4.1 に示すとおりで

あり、面積は約 3.0ha である。 

1.4.2 対象事業実施区域の位置 

対象事業実施区域は、図 1.4.1 に示すとおりで

あり、面積は約 3.0ha である。又、現行の処理

施設との位置関係は図 1.4.2 に示すとおりであ

る。 

 
P1-4 図 1.4.1 図 1.4.1 図中 

現行施設の位置を追記 

 
P1-5 

－ 
図 1.4.2 

図を追加 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(2) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 1章 P1-7 第 2 段落 

不燃ごみ、不燃性粗大ごみ及び各種資源ごみは

マテリアルリサイクル推進施設で処理又は直接

資源化業者に委託することになり、これらは種

類ごとに一般的な処理方式が確立されており、

ここでも可能な限り資源化を行うこととした。

第 2段落、第 3段落 

不燃ごみ、不燃性粗大ごみ及び各種資源ごみは

マテリアルリサイクル推進施設で処理又は直接

資源化業者に委託することになり、これらは種

類ごとに一般的な処理方式が確立されており、

ここでも可能な限り資源化を行うこととした。

事業実施後のごみ処理システムは図 1.4.3 に示

すとおりである。 

 P1-7 
－ 

図 1.4.3 

図を追加 

 P1-16 表 1.4.11 1 行目 硫黄酸化物の法令基準 

Ｋ値規制：17.5 

(約 1,480 ppm) 

表 1.4.11 1 行目 硫黄酸化物の法令基準値 

Ｋ値規制：17.5 

(約 1,750 ppm) 

 P1-16 表 1.4.11 注釈 

注 ：K値規制による排出濃度は計画施設の高さ

及び排ガス量により変化する。表中の値は環境

保全目標値を用いて算出したものである。 

表 1.4.11 注釈 

注 1 ：大気汚染防止法(昭和 43 年法律第 97 号)

に基づく排出基準 

注 2 ：K 値規制による排出濃度は、最大着地濃

度を基準値以下とするための排ガス濃度の最大

値であり、計画施設の高さ及び排ガス量により

変化する数値である。濃度換算の結果は表

1.4.9 中の高さ及び排ガス量の条件を用いて算

出した値である。 

注 3 ：ダイオキシン類対策特別措置法(平成 11

年法律第 105 号)に基づく排出基準 

 P1-17 3) 排水 

エネルギー回収型廃棄物処理施設及びマテリア

ルリサイクル推進施設はクローズドシステムを

採用するためプラント排水は施設内での循環再

利用無放流方式を採用し、施設外に排水されな

い計画となっている。生活排水については、合

併浄化槽で処理後、公共用水域に排水する計画

となっている。このため、本施設は水質汚濁防

止法に基づく特定事業場に該当し、同法の適用

を受ける。 

3) 排水 

エネルギー回収型廃棄物処理施設及びマテリア

ルリサイクル推進施設はクローズドシステム

(循環再利用無放流方式)を採用するため、プラ

ント排水は施設外に排水されない計画となって

いる。生活排水については、合併浄化槽で処理

後、公共用水域に排水する計画となっている。

このため、本施設は水質汚濁防止法に基づく特

定事業場に該当し、同法の適用を受ける。 

 P1-17 5) 振動 

中間処理施設は、振動規制法(昭和 51 年法律第

64 号)に基づく特定施設を有するために、特定

工場に該当し、同法の適用を受ける。対象事業

実施区域は、規制地域の指定は無いが、周辺土

地利用の状況は第 3種区域に相当する。 

5) 振動 

中間処理施設は、振動規制法(昭和 51 年法律第

64 号)に基づく特定施設を有するために、特定

工場に該当し、同法の適用を受ける。対象事業

実施区域は、規制地域の指定は無いが、周辺土

地利用の状況は第 2種区域に相当する。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(3) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 2章 P2-11 表 2.1.7 3 行目 平成 28 年度の年平均値 

「8」 

表 2.1.7 3 行目 平成 28 年度の年平均値 

「8.0」 

 P2-17 1) 生活環境項目 第 2段落 

各調査地点の調査結果（年平均値）をそれぞれ

の環境基準値と比較した結果を表 2.1.12 に示

す。水素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求

量（BOD）、浮遊物質量（SS）、溶存酸素量（DO）、

全亜鉛、ノニルフェノールは環境基準を満足し

ていた。大腸菌群数は平成 28 年、29 年の馬下

橋、平成 29 年の横雲橋、各年の羽下大橋で基準

値を上回る値が確認された。 

1) 生活環境項目 第 2、第 3段落 

平成 25 年度～29 年度における各調査地点の年

平均値の経年変化をそれぞれの環境基準と比較

した結果は表 2.1.12 に示すとおりである。水

素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量

（BOD）、浮遊物質量（SS）、溶存酸素量（DO）、

全亜鉛、ノニルフェノールは環境基準を達成し

ていた。大腸菌群数は平成 28 年度、29 年度の

馬下橋、平成 29 年度の横雲橋、各年の羽下大橋

で環境基準を上回る値が確認された。一方、BOD

については図 2.1.10 に示すとおり、過去 10 ヵ

年のうち平成 23 年度、24 年度に環境基準を上

回る値が確認された。 

又、平成 25 年度～29 年度の月別の調査結果は

図 2.1.11 に示すとおりである。月別の数値を

みると、BOD はいずれの地点も、SS は馬下橋及

び横雲橋において環境基準値を上回る数値が確

認された。 

 P2-17 表 2.1.12 14 行目 H25 年度の大腸菌群数 

「9.9×102」 

表 2.1.12 14 行目 H25 年度の大腸菌群数 

「9.8×102」 

 P2-18 表 2.1.12 16,17 行目 H25 年度の全亜鉛 

横雲橋 「0.01」 

羽下大橋 「0.01」 

表 2.1.12 16,17 行目 H25 年度の全亜鉛 

横雲橋 「0.011」 

羽下大橋 「0.008」 

 P2-19 表 2.1.12 18～20 行目 ノニルフェノールの環

境基準値 

阿賀野川 「0.001mg/L 以下」 

早出川 「0.002mg/L 以下」 

表 2.1.12 18～20 行目 ノニルフェノールの環

境基準値 

阿賀野川 「0.002mg/L 以下」 

早出川 「0.001mg/L 以下」 

 P2-17～

2-23 

表 2.1.12～2.1.19、図 2.1.10～2.1.11 資料の

発行部署 

「新潟県環境部環境対策課」 

表 2.1.12～2.1.19、図 2.1.10～2.1.11 資料の

発行部署 

「新潟県県民生活・環境部環境対策課」 

 P2-18 図 2.1.11 図中 

「BOD75%値」 

図 2.1.11 中 図中 

「BOD」 

 P2-19～

2-21 

表 2.1.13～2.1.15 表 2.1.13～2.1.15 9 行目 

アルキル水銀の測定結果を追記 

 P2-103 b) 振動規正法及び新潟県生活環境の保全等に

関する条例に基づく特定建設作業に係る規制基

準 第 2段落 

対象事業実施区域は、2号区域に該当する。 

b) 振動規正法及び新潟県生活環境の保全等に

関する条例に基づく特定建設作業に係る規制基

準 第 2段落 

対象事業実施区域は、1号区域に該当する。 

第 3章 P3-2 表 3.2.1 中 2.個別的事項 (1) イ 

騒音の評価にあたっては、予測地点の周辺に住

居が存在することを考慮し、B 類型の環境基準

値を用いて評価を行いました。(「第 6章 6.2 騒

音・低周波音」参照) 

表 3.2.1 中 2.個別的事項 (1) イ 

騒音の環境基準値について、対象事業実施区域

周辺の土地利用は C 類型に相当しますが、評価

にあたっては、予測地点の周辺に住居が存在す

ることを考慮し、主として住居の用に供される

地域の基準である B 類型の環境基準値を用いて

評価を行いました。(「第 6 章 6.2 騒音・低

周波音」参照) 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(4) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 5章 P5-7 <調査の手法-工事の実施-> 8行目 調査期間等

施設の稼働が想定される平日とし、年間を通し

て交通量が標準的な秋季とした。 

<調査の手法-工事の実施-> 8行目 調査期間等

施設の稼働が想定される平日及び周辺事業場の

休業日とし、年間を通して交通量が標準的な秋

季とした。 

 P5-8 <調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

5 行目 調査すべき情報 

・低周波音 

<調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

5 行目 調査すべき情報 

・低周波音(G 特性音圧レベル(LG5)) 

 P5-8 <調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用-> <調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

6 行目 

低周波音の追加調査の調査手法を追記 

 P5-8 － 脚注 

脚注を追加 

 P5-9 <調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

9 行目 調査期間等 

施設の稼働が想定される平日とし、年間を通し

て交通量が標準的な秋季とした。 

<調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

5 行目 調査期間等 

施設の稼働が想定される平日及び周辺事業場の

休業日とし、年間を通して交通量が標準的な秋

季とした。 

低周波音追加調査は、調査地域において一般的、

かつ、低周波音の影響が問題となりやすいと考

えられる条件(休日及び夜間)の現況を把握可能

な時期とした。 

 P5-9 <調査地点一覧-工事の実施、土地又は工作物の存

在及び供用> 
<調査地点一覧-工事の実施、土地又は工作物の存

在及び供用> 10 列目 

低周波音 平坦特性・1/3 オクターブバンド音圧

レベルの列を追記 

 P5-9 <調査地点一覧-工事の実施、土地又は工作物の存

在及び供用> 
<調査地点一覧-工事の実施、土地又は工作物の存

在及び供用> 5 行目 

地点 1’の行を追記 

 P5-9 <調査地点一覧-工事の実施、土地又は工作物の存

在及び供用> 6～8 行目 

低周波音「(空白)」 

<調査地点一覧-工事の実施、土地又は工作物の存

在及び供用> 8～10 行目 

G 特性「－」 

 P5-10 図 5.2.1 図中 図 5.2.1 図中 

低周波音追加調査の地点を追記 

 P5-13 <予測及び評価の手法-土地又は工作物の存在及

び供用> 4 行目 予測の基本的な手法 

施設計画を踏まえ、類似事例、又は既存知見に

関する資料収集により定性的に予測する。 

<予測及び評価の手法-土地又は工作物の存在及

び供用> 4 行目 予測の基本的な手法 

調査結果及び施設計画を踏まえ、現行施設との

比較、周辺集落との位置関係、及び類似事例又

は既存知見に関する資料収集により定性的に予

測する。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(5) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 5章 P5-14 2 行目 ○基準又は目標との整合に係る評価 

以下の基準等と予測結果との間に整合が図られ

ているかどうかを明らかにする。 

「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環

境庁告示第 64 号） 

「騒音規制法」（昭和 43 年法律第 98 号）による

規制基準 

「新潟県生活環境の保全等に関する条例」（昭和

46 年新潟県条例第 51 号）による規制基準 

2 行目 ○基準又は目標との整合に係る評価 

以下の基準等と予測結果との間に整合が図られ

ているかどうかを明らかにする。 

「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環

境庁告示第 64 号） 

「騒音規制法」（昭和 43 年法律第 98 号）による

規制基準 

「新潟県生活環境の保全等に関する条例」（昭和

46 年新潟県条例第 51 号）による規制基準 

「ISO7196：Acoustics-Frequency weighting 

characteristics for infrasound measurements

, 1995」による一般的に知覚できる低周波音圧

レベル(G 特性音圧レベル)に関する参考値 

「低周波空気振動調査報告書」(昭和 59 年 12

月 環境庁大気保全局)による一般環境中に存

在する低周波音圧レベル(平坦特性)に関する参

考値 

「低周波音の測定方法に関するマニュアル」(平

成 12 年 10 月 環境庁大気保全局)、「低周波音

の感覚と評価に関する基礎研究」(昭和 55 年

文部省科学研究費「環境科学」特別研究)による

影響が生じると考えられる参考値 

 P5-15 <調査の手法-工事の実施-> 7行目 調査期間等

施設の稼働が想定される平日とし、年間を通し

て交通量が標準的な秋季とした。 

<調査の手法-工事の実施-> 7行目 調査期間等

施設の稼働が想定される平日及び周辺事業場の

休業日とし、年間を通して交通量が標準的な秋

季とした。 

 P5-16 <調査の手法-工事の実施-> 7行目 調査期間等

施設の稼働が想定される平日とし、年間を通し

て交通量が標準的な秋季とした。 

<調査の手法-工事の実施-> 7行目 調査期間等

施設の稼働が想定される平日及び周辺事業場の

休業日とし、年間を通して交通量が標準的な秋

季とした。 

 P5-24 <予測及び評価の手法-土地又は工作物の存在及

び供用> 9 行目 

・悪臭に係る基準値は、悪臭防止法第 3 種区域

の規制基準値である臭気指数「13」を敷地境界

での目標値とする。 

<予測及び評価の手法-土地又は工作物の存在及

び供用> 9 行目 

・悪臭に係る基準値は、悪臭防止法第 1 種区域

の規制基準値である臭気指数「10」を敷地境界

での目標値とする。 

 P5-25 <調査の手法-工事の実施-> 1 行目 調査地域・

調査地点 

1.調査地域 

事業の実施により水質の変化が想定される地

域とし、対象事業実施区域からの工事中の排

水放流先である河川とする。 
 

<調査の手法-工事の実施-> 1 行目 調査地域・

調査地点 

1.調査地域 

事業の実施により水質の変化が想定される地域

とし、対象事業実施区域からの工事中の排水放

流先である河川とする※。 
（※図 5.5.1 参照） 

 P5-26 <調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

1 行目 調査地域・調査地点 

1.調査地域 

事業の実施により水質の変化が想定される地

域とし、対象事業実施区域からの工事中の排

水放流先である河川とする。 
 

<調査の手法-土地又は工作物の存在及び供用->

1 行目 調査地域・調査地点 

1.調査地域 

事業の実施により水質の変化が想定される地域

とし、対象事業実施区域からの工事中の排水放

流先である河川とする※。 
（※図 5.5.1 参照） 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(6) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 5章 P5-27 
－ 

図 5.5.1 

図を追加 

 P5-53 <予測及び評価の手法-工事の実施-> 6 行目 <予測及び評価の手法-工事の実施-> 6 行目 

○基準又は目標との整合に係る評価以降を追加

 P5-53 <予測及び評価の手法-工事の実施-> 7 行目 <予測及び評価の手法-工事の実施-> 7 行目 

○基準又は目標との整合に係る評価以降を追加

第 6章 

6.1 

大気質 

P6-8 表 6.1.8 3 行目 平成 28 年度の年平均値 

8 

表 6.1.8 3 行目 平成 28 年度の年平均値 

8.0 

 P6-51 表 6.1.35 7 行目 

基準値等 (濃度換算 60.9ppm) 

表 6.1.35 7 行目 

法令基準 (濃度換算：約 1,750ppm) 

 P6-51 表 6.1.35 注釈 

備考：メーカーへのヒアリング結果に基づき設

定した。 

表 6.1.35 注釈 

備考：メーカーへのヒアリング結果に基づき設

定した。 

注 1 ：大気汚染防止法(昭和 43 年法律第 97 号)

に基づく排出基準 

注 2 ：K 値規制による排出濃度は、最大着地濃

度を基準値以下とするための排ガス濃度の最大

値であり、計画施設の高さ及び排ガス量により

変化する数値である。濃度換算の結果は表中の

条件を用いて算出した値である。 

注 3 ：ダイオキシン類対策特別措置法(平成 11

年法律第 105 号)に基づく排出基準 

 P6-54 表 6.1.38 2 行目 選定理由 

一般的な気象条件時で、汚染物質の濃度が最も

高くなる気象条件時を把握するために設定し

た。 

表 6.1.38 2 行目 選定理由 

一般的な気象条件として、下記の 3 種類の現象

が生じていない場合の気象条件のうち、汚染物

質の濃度が最も高くなる気象条件時の大気汚染

の状況を把握するために設定した。 

 P6-54 表 6.1.38 2 行目 大気安定度・風速 

大気が不安定な大気安定度（A、B）と風速（0.5

～8.0m/s 以上）の組み合わせを変え、簡易的な

短期予測計算を繰り返した結果から、最高濃度

となる気象条件（大気安定度：A、風速 0.5～

0.9m/s）を選定した。 

表 6.1.38 2 行目 大気安定度・風速 

大気が不安定であり、汚染物質が拡散しやすい

気象条件(大気安定度A、B)と風速（0.5～8.0m/s

以上）の組み合わせ全パターンに対して、簡易

的な短期予測計算を繰り返した結果から、最高

濃度となる気象条件（大気安定度：A、風速0.5

～0.9m/s）を選定した。 

 P6-54 表 6.1.38 3 行目 大気安定度・風速 

大気安定度（A～G）と風速（0.5～8.0m/s 以上）

の組み合わせを変え、簡易的な短期予測計算を

繰り返した結果から、最高濃度となる気象条件

（大気安定度：A、風速 0.5～0.9m/s）を選定し

た。 

表 6.1.38 3 行目 大気安定度・風速 

大気安定度（A～G）と風速（0.5～8.0m/s 以上）

の組み合わせ全パターンに対して、簡易的な短

期予測計算を繰り返した結果から、最高濃度と

なる気象条件（大気安定度：A、風速 0.5～

0.9m/s）を選定した。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(7) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.1 

大気質 

P6-54 表 6.1.38 5 行目 大気安定度・風速 

風速 15.5m/s（吐口速度の約 1/1.5 倍）と設定

風速が出現可能な大気安定度 C、Dの組み合わせ

を変え、簡易的な短期予測計算を繰り返した結

果から、最高濃度となる気象条件（大気安定度：

C、風速 15.5m/s）を選定した。 

表 6.1.38 5 行目 大気安定度・風速 

風速 15.5m/s（吐口速度の約 1/1.5 倍）と設定

風速が出現可能な大気安定度 C、Dの組み合わせ

全パターンに対して、簡易的な短期予測計算を

繰り返した結果から、最高濃度となる気象条件

（大気安定度：C、風速 15.5m/s）を選定した。

 P6-54 
－ 

表 6.1.38 注釈 

注釈を追加 

 P6-75 図 6.1.34 図 6.1.34 

図の体裁不良を修正 

 P6-78 表 6.1.49 2 行目 参考値 

「2.7」 

表 6.1.49 2 行目 参考値 

「10」 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-103 

－ 

3)低周波音追加調査 

項を追加 

 P6-103 
－ 

脚注 

脚注を追加 

 P6-104 表 6.2.1 表 6.2.1 10 列目 

低周波音 平坦特性・1/3 オクターブバンド音圧

レベルの列を追記 

 P6-104 表 6.2.1 表 6.2.1 5 行目 

地点 1’の行を追記 

 P6-104 表 6.2.1 6～8 行目 

低周波音「(空白)」 

表 6.2.1 8～10 行目 

G 特性「－」 

 P6-104 (4)調査期間・頻度 第 1段落 

現地調査の実施時期は、表 6.2.2 に示すとおり

である。周辺の事業場の稼動状況を考慮し、秋

季の平日と休日に調査を実施した。 

(4)調査期間・頻度 第 1段落、第 2段落 

現地調査の実施時期は、表 6.2.2 に示すとおり

である。周辺の事業場の稼動状況を考慮し、秋

季の平日と休日に調査を実施した。又、休日調

査時は現行施設のみが、平日調査時は現行施設

及び周辺事業場が稼動しており、調査結果には

その影響が含まれている。 

一方、低周波音追加調査の実施時期は表 6.2.3

に示すとおりである。追加調査は、対象事業実

施区域周辺における一般的な条件であり、かつ、

低周波音の影響が問題となりやすいと考えられ

る条件(休日及び夜間)での現況が適切に把握可

能な時期として、休日に調査を実施した。 

 P6-104 
－ 

表 6.2.3 

表を追加 

 P6-105 図 6.2.1 図 6.2.1 図中 

低周波音追加調査の地点を追記 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(8) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-107 (5) 1) a) 環境騒音 第 1 段落 

環境騒音(等価騒音レベル)の調査結果は、表

6.2.3 及び図 6.2.3 に示すとおりである。各地

点の等価騒音レベルは平日で 36～61dB、休日

で 38～57dB の範囲であり、全地点で昼間、夜

間ともに環境基準を達成していた。 

(5) 1) a) 環境騒音 第 1 段落 

環境騒音(等価騒音レベル)の調査結果は、表

6.2.4 及び図 6.2.3 に示すとおりである。各地

点の等価騒音レベルは平日で 36～61dB、休日

で 38～57dB の範囲であり、いずれの地点も昼

間、夜間ともに環境基準を達成していた。又、

休日調査時は現行施設のみ、平日調査時は現行

施設及び周辺事業場が稼動している。調査の結

果、いずれの地点も平日と休日の騒音レベルに

大きな違いはみられず、騒音レベルの状況は周

辺事業場の稼働状況によっては大きく変動し

ないものと考えられた。 

 P6-108 b) 道路交通騒音 第 1段落 

道路交通騒音(等価騒音レベル)の調査結果は、

表 6.2.4 及び図 6.2.4 に示すとおりである。全

ての地点において、昼間・夜間ともに環境基準

を達成していた。 

b) 道路交通騒音 第 1段落 

道路交通騒音(等価騒音レベル)の調査結果は、

表 6.2.5 及び図 6.2.4 に示すとおりである。

各地点の等価騒音レベルは平日で 49～70dB、

休日で 46～68dB の範囲であり、いずれの地点

も昼間・夜間ともに環境基準を達成していた。

又、いずれの地点も平日で休日よりも騒音レベ

ルが高くなっており、7時に最も高くなってい

た。なお、時刻別の調査結果では環境基準値を

上回る結果が確認されている時刻(7 時、8 時)

があるが、環境基準(70dB、65dB)は各時間区分

のエネルギー平均値と比較するため、環境基準

を満足している。 

 P6-109 2) 低周波音の状況 

低周波音の調査結果は表6.2.5及び図6.2.5に

示すとおりである。それぞれの調査地点におい

て、低周波音の影響が現れ始めるとされる

100dB を下回っている。 

2) 低周波音の状況 

低周波音の調査結果は表6.2.6及び図6.2.5に

示すとおりである。各地点の低周波音圧レベル

は平日で 56～79dB、休日で 53～62dB の範囲で

あり、いずれの地点も低周波音の影響が現れ始

めるとされる 100dB を下回っていた。又、いず

れの地点も平日は休日よりも低周波音圧レベ

ルが高くなっていた。平日の昼間のみ音圧レベ

ルが高くなっていることから、周辺事業場の稼

動が影響している可能性が考えられた。 

 P6-109 表 6.2.6 注釈 

注：評価の参考値は、ISO7196 に規定された G

特性低周波音圧レベルであり、一般的に知覚で

きる低周波音の音圧レベルとされている。 

表 6.2.6 注釈 

注：評価の参考値:「ISO7196：Acoustics-Fre

quency weighting characteristics for infr

asound measurements, 1995」による、一般的

に知覚できる低周波音の音圧レベル。 

 P6-110,111 
－ 

ページを追加 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(9) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-120 表 6.2.12 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.1、図

6.2.13 中の番号と対応する。 

表 6.2.16 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.1、図

6.2.15 中の番号と対応する。 

注：地点 1(敷地境界)：「騒音規制法」(昭和 43

年 6 月 法律第 98 号)に基づく特定建設作業騒

音に係る規制基準 

地点 2、地点 3：「騒音に係る環境基準について」

(平成 10 年 9 月 環境庁告示第 64 号)に基づく

環境基準(道路に面する地域(B 地域)及び B 地域

に対する基準値) 

P6-121 図 6.2.13 備考 図 6.2.15 備考 

備考を追加 

P6-124 ④ 現況の等価騒音レベル 

現況の等価騒音レベルは、予測地点の現地調査

結果を用いた。 

④暗騒音 

予測地点における暗騒音レベルは、資材運搬等

の車両の運行時間を平日の 8 時～17 時とし、各

予測地点における昼間の等価騒音レベル(LAeq)

とし表 6.2.18 に示すとおりとした。 

 P6-124 
－ 

表 6.2.18 

表を追加 

 P6-126 

表 6.2.14 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番

号と対応する。 

表 6.2.19 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番

号と対応する。 

注 1 ：昼間：6:00～22:00 

注 2 ：「騒音に係る環境基準について」(平成 10

年 9 月 環境庁告示第 64 号)に基づく環境基準

(地域の幹線交通を担う道路に近接する空間に

対する基準値) 

 P6-133 
－ 

エ 暗騒音 

項を追加 

 P6-137 b) ① 影響予測の考え方 

類似事例等に基づき定性的に予測した。 

b) ① 影響予測の考え方 

調査結果及び施設計画を踏まえ、現行施設（五

泉地域衛生施設組合ごみ焼却場）との比較や周

辺集落との位置関係に基づき定性的に予測し

た。 

 P6-138 表 6.2.18 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図6.2.1、図6.

2.19中の番号と対応する。 

注：時間区分：敷地境界(朝：6：00～8：00、

昼：8：00～20：00、夕：20：00～22：00、夜：

22：00～翌6：00) 

地点 2、地点 3(昼：6 時～22 時夜：22 時～6

時) 

表 6.2.24 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.1、図 6.2.

21 中の番号と対応する。 

注 1：時間区分：敷地境界(朝：6：00～8：00、

昼：8：00～20：00、夕：20：00～22：00、夜：

22：00～6：00) 

地点 2、地点 3(昼：6:00～22:00 夜：22:00～6:

00) 

注 2：地点 1：「騒音規制法」(昭和 43 年 6月 法

律第 98 号)に基づく特定工場等に係る規制基準

地点 2、地点 3：「騒音に係る環境基準について」

(平成 10 年 9 月 環境庁告示第 64 号)に基づく

環境基準(道路に面する地域(B 地域)及び B 地域

に対する基準値) 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(10) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-139、 

6-140 
図 6.2.19(1)、(2) 備考 図 6.2.21(1)、(2) 備考 

備考を追加 

P6-141 b) 施設の稼動に伴う低周波音 

計画施設に設置する設備のうち、低周波音の発

生原因となる可能性のある主な設備として、押

込送風機、誘引送風機等の通風設備、蒸気ター

ビン発電機、蒸気復水器のファン等が挙げられ

る。 

計画施設と類似した施設における敷地境界で

の調査結果では、音圧レベル（L50）は57～63dB、

G特性音圧レベル（LG5）は60～70dBという結果

が得られている注。これらは、参考指標である

90dB（L50、一般環境中に存在する低周波音レベ

ル）及び100dB（LG5、ISO7196に規定されたG特

性5%時間率音圧レベル）を下回る。対象事業実

施区域から住居までの距離は400m程度離れて

いることから、類似事例よりも低周波音の影響

が大きくなることは考えにくい。 

また、現行施設（五泉地域衛生施設組合ごみ焼

却場）周辺において低周波音に関する苦情はな

く、計画施設の規模（133t/日）が現行施設

（150t/日）よりも小さいものとなる。 

以上のことから、施設の稼働に伴う低周波音の

影響は小さいものと予測される。 

b) 施設の稼動に伴う低周波音 

現行施設の敷地境界における低周波音の測定

結果は平坦特性音圧レベルで 74dB、G 特性音圧

レベルで 80dB であり、評価の参考値(90dB(L50)

及び 100dB(LG5))を下回っていた。また、1/3 オ

クターブバンド音圧レベルも最大で 70dB 程度

であった。 

計画施設に設置する設備のうち、低周波音の発

生原因となる可能性のある主な設備として、押

込送風機、誘引送風機等の通風設備、蒸気ター

ビン発電機、蒸気復水器のファン等が挙げられ

る。蒸気タービン発電機、蒸気復水器を除き、

これらの設備は同一のごみ処理方式を採用し

ている現行施設にも設置されている。又、計画

施設は現行施設の同程度の規模となる計画で

ある。これらのことから、計画施設の敷地境界

における低周波音は現行施設の測定結果と大

きく変化せず、平坦特性音圧レベルで 75dB 程

度、G特性音圧レベルで 80dB 程度となると考え

られる。 

又、対象事業実施区域から最寄の集落までの距

離は 400m 程度離れている。以下に示す低周波

音の距離減衰式及び合成式によると、敷地境界

から 400m 離れている場合、低周波音圧レベル

は 60dB 程度減衰し、各予測地点における計画

施設の寄与は 20dB 以下となると考えられる。

これを現況の低周波音圧レベルと合成した場

合、低周波音圧レベルの変化は 0.1dB 未満とな

り、ほとんど変化しないと考えられる。 

以上のことから、施設の稼働に伴う低周波音の

影響は小さいものと予測される。 

L1=PWL-8-20log10r 
L=10log10(10

L1⁄10+10L2⁄10) 

ここで、 L ：予測低周波音圧レベル(dB) 
L1 ：現況の低周波音圧レベル(dB) 

L2 ：計画施設の寄与分( = 20dB) 

PWL：音源のパワーレベル(dB) 

R ：音源からの距離 

 P6-144 ④ 現況の等価騒音レベル 

現況の等価騒音レベルは、予測地点の現地調査

結果を用いた。 

④暗騒音 

予測地点における暗騒音レベルは、ごみ搬入車

両等の運行時間を平日の 8時～16 時とし、各予

測地点における昼間の等価騒音レベル(LAeq)

とし表 6.2.26 に示す通りとした。 

 P6-144 
－ 

表 6.2.26 

表を追加 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(11) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-145 表 6.2.20 備考 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番

号と対応する。 

表 6.2.27 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番

号と対応する。 

注 1：昼間：6:00～22:00 

注 2：「騒音に係る環境基準について」(平成 10

年 9 月 環境庁告示第 64 号)に基づく環境基準

(地域の幹線交通を担う道路に近接する空間及

び道路に面する地域(B 地域)に対する基準値) 

 P6-146 表 6.2.21 

 
項目 整合を図るべき基準 

建設機械の

稼動に伴う 

騒音の影響 

地点1 敷地の境界線において85dBを超える大きさのもの

でないこと 

地点2 65dB 

地点3 55dB 
 

表 6.2.28 

 

項目 予測地点
整合を図るべき基準 

時間区分 基準値 類型(区域の区分)

建設機械の

稼動に伴う

騒音の影響

地点 1 

(敷地境界)
－ 85dB 1 号地域 

地点 2 昼間 

(6時～22時)

65dB 
道路に面する地域

(B 地域) 

地点 3 55dB B 地域 

 P6-146 表 6.2.21 注釈 

 

表 6.2.28 注釈 

注 3 ：対象事業実施区域においては、「騒音規制

法」及び「騒音に係る環境基準について」に基

づく地域の当てはめは行われていないが、周辺

土地利用を踏まえて比較する類型を選定した。

なお、地点 2、地点 3については、周辺土地利用

は C 地域に相当するが、周辺に住居が分布する

ことを考慮し B地域の基準値と比較した。 

 P6-147 表 6.2.23 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.1 中の番

号と対応する。 

表 6.2.30 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.1 中の番

号と対応する。 

注：地点 1(敷地境界)：「騒音規制法」(昭和 43

年 6 月 法律第 98 号)に基づく特定建設作業騒

音に係る規制基準 

地点 2、地点 3：「騒音に係る環境基準について」

(平成 10 年 9 月 環境庁告示第 64 号)に基づく

環境基準(道路に面する地域(B 地域)及び B 地域

に対する基準値) 

 P6-148 表 6.2.24 

 
項目 整合を図るべき基準 

資材運搬等の車両の運

行に伴う騒音の影響 
昼間 

地点4 70dB 

地点5 70dB 
 

表 6.2.31 

 

項目 予測地点
整合を図るべき基準 

時間区分 基準値 類型(区域の区分)

資材運搬等の車

両の運行に伴う

騒音の影響 

地点 4 昼間 

(6 時～22 時） 
70dB 

幹線交通を担う道

路に近接する空間地点 5
 

 P6-149 表 6.2.26 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番号

と対応する。 

表 6.2.33 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番

号と対応する。 

注 1 ：昼間：6:00～22:00 

注 2 ：「騒音に係る環境基準について」(平成 10

年 9月 環境庁告示第 64 号)に基づく環境基準

(地域の幹線交通を担う道路に近接する空間に

対する基準値) 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(12) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-150 表 6.2.27 

 
項目 基準値等 

施設の稼動

に伴う 

騒音の影響 

敷地境界における

騒音レベル（LA5） 
敷地境界

朝（午前6時から

午前8時 
60dB

昼（午前8時から

午後8時） 
65dB

夕（午後8時から

午後10時） 
60dB

夜（午後10時から

翌日の午前6時）
50dB

周辺保全対象にお

ける騒音レベル

(LAeq) 

地点2

昼（午前6時から

午後10時） 
65 

夜（午後10時から

翌日の午前6時）
60 

地点3

昼（午前6時から

午後10時） 
55 

夜（午後10時から

翌日の午前6時）
45 

 

表 6.2.34 

 

項目 予測地点 

整合を図るべき基準 

時間区分 基準値 
類型 

(区域の区分)

施設の稼

動に伴う

騒音の影

響 

敷地境界に

おける騒音

レベル

(LA5) 

地点 1 

(敷地境

界) 

朝 

(6 時～8時) 
60dB 

第 3 種区域

昼 

(8 時～20 時) 
65dB 

夕 

(20 時～22 時) 
60dB 

夜 

(22 時～6時) 
50dB 

周辺保全対

象における

騒音レベル

(LAeq)

地点 2  

昼間 

(6 時～22 時) 
65dB 

道路に面する地

域(B 地域)夜間 

(22 時～6時) 
60dB 

地点 3 

昼間 

(6 時～22 時) 
55dB 

B 地域 
夜間 

(22 時～6時) 
45dB 

 P6-150 表 6.2.27 注釈 表 6.2.34 注釈 

注 3 ：対象事業実施区域においては、「騒音規制

法」及び「騒音に係る環境基準について」に基づ

く地域の当てはめは行われていないが、周辺土地

利用を踏まえて比較する類型を選定した。なお、

地点 2、地点 3 については、周辺土地利用は C 地

域に相当するが、周辺に住居が分布することを考

慮し B地域の基準値と比較した。 

 P6-151 ②施設の稼動に伴う低周波音の影響 第 1段落

「低周波音の測定方法に関するマニュアル」

(平成 12 年 10 月、環境庁)によると、低周波音

の影響が出始めるのは G 特性音圧レベルで

100dB であるとされており、「低周波音の測定方

法に関するマニュアル」(平成 12 年 10 月、環

境庁)による低周波音の影響が生じる G 特性音

圧レベルと予測結果の整合が図られているか

どうかを明らかにすることで評価した。 

②施設の稼動に伴う低周波音の影響 第 1段落 

「低周波音の測定方法に関するマニュアル」(平成

12 年 10 月、環境庁)等において、低周波音の影響

が出始める G特性音圧レベル(LG5)、平坦特性音圧

レベル(L50)、1/3 オクターブバンド音圧レベルの

参考値が示されていることから、これらの参考値

と予測結果の整合が図られているかどうかを明ら

かにすることで評価した。 

 P6-151 表 6.2.28 

 
項目 基準値等 

施設の稼動に伴う 

低周波音の影響 

低周波音の影響が出始めるG特性音圧レベル

100dB以下であること。 
 

表 6.2.35 

 

項目 参考値 

施設の稼

動に伴う

低周波音

の影響 

G 特性音圧レ

ベル(LG5) 

一般的に知覚できる音圧レベルとして、100dB

以下 

平坦特性音圧

レベル(L50)

一般環境中に存在する低周波音圧レベルとし

て、90dB 以下 

1/3 オクター

ブバンド 

音圧レベル 

建具のがたつき始める音圧レベル(図 6.2.24

参照) 

不快さを感じる音圧レベル(図 6.2.25 参照)

 P6-151 表 6.2.28 注釈 表 6.2.35 注釈 

注釈を追加 

 P6-151 2) ① 環境影響の回避・低減 2) ① 環境影響の回避・低減 第 3段落 

なお、計画施設の施設規模は現行施設と同程度で

ある。加えて、表 6.2.33 の環境保全措置を適切

に実施することから、計画施設の稼動に伴う騒音

の影響は、現行施設の稼動に伴う騒音の影響より

も大きくなることはないと考える。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(13) 準備書の記載事項の追加・修正内容 
評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-152 表 6.2.30 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は 図 6.2 1 中の

番号と対応する 。 

注：時間区分：敷地境界(朝：6：00～8：00、

昼：8：00～20：00、夕：20：00～22：00、夜：

22：00～翌 6：00) 

地点 2、地点 3昼：6時～22 時 夜：22 時～6時

表 6.2.37 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.1 中の番号

と対応する。 

注 1：時間区分：敷地境界(朝：6:00～8:00、昼：

8:00～20:00、夕：20:00～22:00、夜：22:00～6:

00) 

地点 2、地点 3(昼間：6:00～22:00 夜間：22:00

～6:00) 

注 2 ：地点 1(敷地境界)：「騒音規制法」(昭和 43

年 6 月 法律第 98 号)に基づく特定工場等に係る

規制基準 

地点 2、地点 3：「騒音に係る環境基準について」(平

成10年9月 環境庁告示第64号)に基づく環境基

準(道路に面する地域(B地域)及びB地域に対する

基準値) 

 P6-153 イ 施設の稼動に伴う低周波音 

施設の稼動に伴う低周波音は、周辺への影響は

小さいと予測され、低周波音の影響が出始める

G 特性音圧レベルで 100dB を下回ると予測され

ることから、基準との整合は図られていると考

える。 

イ 施設の稼動に伴う低周波音 

低周波音の予測結果と評価の参考値との比較は表

 6.2.35、図 6.2.24、図 6.2.25 に示すとおりで

ある。調査結果では、現行施設の敷地境界及び各

予測地点の低周波音の現況は評価の参考値(L50：9

0dB、LG5：100dB)を下回っていた。又、1/3 オクタ

ーブバンド音圧レベルは、全ての周波数で建具の

がたつき始める音圧レベルを下回っており、不快

さを感じる音圧レベルについては現行施設の敷地

境界においても不快な感じがしない数値の範囲内

であった。 

現行施設と計画施設は規模が概ね同程度で、同一

のごみ処理方式を採用する計画である。このこと

から、計画施設の敷地境界における低周波音は、

現行施設の測定結果と大きく変化せず、平坦特性

音圧レベルで 75dB 程度、G 特性音圧レベルで 80d

B 程度となると予測された。又、対象事業実施区

域から最寄の集落まで約 400m 離れており、対象事

業実施区域で発生した低周波音は約 60dB 減衰し、

各予測地点における施設の稼動に伴う計画施設の

寄与は 20dB 以下となると考えられる。これを現況

の低周波音圧レベルと合成した場合、低周波音圧

レベルの変化は 0.1dB 未満となり、ほとんど変化

しないと予測された。 

これらのことから、各予測地点における低周波音

は事業の実施後も評価の参考値を上回ることはな

いと考えられ、基準との整合は図られていると考

える。 

 
P6-153 － 

表 6.2.38 

表を追加 

 
P6-154 － 

図 6.2.24、図 6.2.25 

図を追加 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。
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表 11.1(14) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.2 

騒音・低

周波音 

P6-155 表 6.2.31 

 
項目 整合を図るべき基準 

資材運搬等の車両の運

行に伴う騒音の影響 
昼間 

地点4 70dB 

地点5 70dB 

地点6 65dB 
 

表 6.2.39 

 

項目 予測地点
整合を図るべき基準 

時間区分 基準値 類型(区域の区分)

廃棄物の搬出入

に伴う騒音の影

響 

地点 4

昼間 

(6 時～22 時) 

70dB 幹線交通を担う道路

に近接する空間地点 5 70dB 

地点 6 65dB 
道路に面する地域(B

類型) 

 P6-156 表 6.2.33 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番

号と対応する。 

表 6.2.41 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は図 6.2.2 中の番号

と対応する。 

注 1：昼間：6:00～22:00 

注 2：「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年

9月 環境庁告示第64号)に基づく環境基準(地域

の幹線交通を担う道路に近接する空間及び道路に

面する地域(B 地域)に対する基準値) 

6.3 

振動 

P6-158 表 6.3.1 9 列目 

地点 1～6「(空白)」 

表 6.3.1 9 列目 

地点 1～3「－」 

地点 4～6「○」 

 P6-158 (4)調査期間・頻度 第 1段落 

現地調査の実施時期は、表 6.3.2 に示すとおり

である。周辺の事業場の稼動状況を考慮し、秋

季の平日と休日に調査を実施した。 

(4)調査期間・頻度 第 1段落 

現地調査の実施時期は、表 6.3.2 に示すとおりで

ある。周辺の事業場の稼動状況を考慮し、秋季の

平日と休日に調査を実施した。又、休日調査時は

現行施設のみ、平日調査時は現行施設及び周辺事

業場が稼動しており、調査結果にはその影響が含

まれている。 

 P6-161 (5) 1) a) 環境振動 第 1 段落 

環境振動の調査結果は、表 6.3.3 に示すとおり

である。全ての地点で「地方公共団体担当者の

ための建設作業振動対策の手引き」(平成 24 年

4月環境省水・大気環境局)における 10%の人が

感じるとされる感覚閾値を達成していた。 

(5) 1) a) 環境振動 第 1 段落 

環境振動の調査結果は、表 6.3.3 に示すとおりで

ある。全ての地点で「地方公共団体担当者のため

の建設作業振動対策の手引き」(平成24年4月 環

境省水・大気環境局)における 10%の人が感じると

される感覚閾値を達成していた。又、休日調査時

は現行施設のみ、平日調査時は現行施設及び周辺

事業場が稼動している。調査の結果、いずれの地

点も平日と休日の振動レベルに大きな違いはみら

れず、振動レベルの状況は周辺事業場の稼働状況

によっては大きく変動しないものと考えられた。

 P6-167 図 6.3.4 図 6.3.4 

備考を追加 

 P6-169 ③ 現況の振動レベル 

各予測地点の現況の振動レベルは、現地調査結

果とした。ただし、現地調査結果が定量下限値

を下回った地点は、現況の振動レベルを 30 dB 

と設定した。 

③ 暗振動 

予測地点における暗振動レベルは、資材運搬等の

車両の運行時間を平日の 8時～17 時と想定し、各

予測地点における昼間の時間率振動レベル(L10)と

し表 6.3.11 に示すとおりとした。 

 P6-169 
－ 

表 6.3.11 

表を追加 

 P6-173 
－ 

③ 暗振動 

項を追加 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(15) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.3 

振動 

P6-174

、6-175 
図 6.3.6(1)、(2) 図 6.3.4(1)、(2) 

備考を追加 

 P6-177 表 6.3.14 

 

項目 一般交通量 ごみ搬入車両等

予測交通量 

(一般交通量+ごみ

搬入車両等) 

車種 小型車 大型車 計 小型車 大型車 計 小型車 大型車 計

地点4 昼間 6,886 780 7,666 28 78 106 6,914 858 7,772

地点5 昼間 6,676 1,006 7,682 38 114 152 6,714 1,120 7,834

地点6 昼間 525 117 642 12 38 50 537 155 692
 

表 6.3.16 

 

項目 一般交通量 ごみ搬入車両等 

予測交通量 

(一般交通量+ごみ搬

入車両等) 

車種 小型車大型車 計 小型車 大型車 計 小型車大型車 計

地点 4 昼間 6,886 780 7,666 50 36 86 6,936 816 7,752

地点 5 昼間 6,676 1,006 7,682 76 116 192 6,752 1,122 7,874

地点 6 昼間 525 117 642 24 12 36 549 129 678

 P6-177 ③ 現況の振動レベル 

各予測地点の現況の振動レベルは、現地調査結果

とした。ただし、現地調査結果が定量下限値を下

回った地点は、現況の振動レベルを 30dB と設定

した。 

③ 暗振動 

予測地点における暗振動レベルは、ごみ搬入車両

等の運行時間を平日の 8時～16 時と想定し、各予

測地点における昼間の時間率振動レベル(L10)と

し表 6.3.17 に示すとおりとした。なお、暗振動

レベルが定量下限値である30dBを下回った際は、

合成には 30dB を用いた。 

 P6-177 
－ 

表 6.3.17 

表を追加 

 P6-180 表 6.3.16 

 
項目 整合を図るべき基準 

建設機械の稼動に

伴う振動の影響 

敷地境界 75dB 振動規制法に基づく規制基準

地点2 55dB 振動に係る人体の感覚閾値

(10％の人が感じるとされる

振動レベル) 地点3 55dB 
 

表 6.3.19 

 

項目 
整合を図るべき基準 

予測地点 時間区分 基準値
類型 

(区域の区分)

建設機械の稼動に

伴う振動の影響

敷地境界 昼間(8時～20時) 75dB 1 号地域 

地点 2 昼間 55dB 
－ 

地点 3 昼間 55dB 

 P6-181 表 6.3.18 注釈 

備考：表中の予測地点の番号は、図 6.3.1 中の番

号と対応する。 

表 6.3.21 

備考：表中の予測地点の番号は、図 6.3.1 中の番

号と対応する。 

注 1：地点 1(敷地境界)：「振動規制法」(昭和 51

年6月 法律第64号)に基づく特定建設作業振動

に係る規制基準 

地点 2、地点 3：「地方公共団体担当者のための建

設作業振動対策の手引き」(平成 24 年 4月 環境

省水大気環境局)における、振動に係る人体の感

覚閾値(10％の人が感じるとされる振動レベル) 

注 2：「<30」の振動レベルは 30dB として合成計算

した。 

 P6-182 表 6.3.19 

 
項目 整合を図るべき基準 

資材運搬等の車両の走

行に伴う振動の影響 
70dB 昼間 

振動規制法に基づく 

道路交通振動に係る要請限度
 

表 6.3.22 

 

項目 

整合を図るべき基準 

予測地点 時間区分 基準値
類型 

(区域の区分)

資材運搬等の車両

の走行に伴う振動

の影響 

地点 4 昼間 

(8 時～19 時) 
70dB 第 2 種区域

地点 5 

 p6-183 表 6.3.21 注釈 

備考：表中の番号は、図6.3.2中の番号と対応す

る。 

注：昼間：8:00～19:00 

表 6.3.24 注釈 

備考：表中の番号は、図 6.3.2 中の番号と対応す

る。 

注 1：昼間：8:00～19:00 

注 2：「振動規制法」(昭和 51 年 6 月 法律第 64

号)に基づく道路交通振動に係る要請限度 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(16) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.3 

振動 

P6-184 表 6.3.22 

 
項目 整合を図るべき基準 

施設の稼動

に伴う 

振動の影響 

敷地境界 
昼(8～20時) 65 振動規制法に基づく規制

基準 夜(20～8時) 60

地点2 
昼(8～20時) 55 振動に係る人体の感覚閾

値 

(10％の人が感じるとさ

れる振動レベル) 

夜(20～8時) 55

地点3 
昼(8～20時) 55

夜(20～8時) 55
 

表 6.3.25 

 

項目 
整合を図るべき基準 

予測地点 時間区分 基準値 類型(区域の区分)

施設の稼動に伴

う振動の影響

敷地境界
昼間（8～20 時） 65 

第 2 種区域 
夜間（20～8 時） 60 

地点 2
昼間 55 

－ 
夜間 55 

地点 3
昼間 55 

夜間 55 

 P6-185 表 6.3.24 注釈 

備考：表中の番号は、図6.3.1中の番号と対応す

る。 

注：時間区分昼間：8:00～20:00、夜間：20:00～

翌 8:00 

表 6.3.27 注釈 

備考：表中の番号は、図 6.3.1 中の番号と対応す

る。 

注 1：時間区分 昼間：8:00～20:00、夜間：20:00

～8:00 

注 2：「<30」の振動レベルは 30dB として合成計算

した。 

注 3：地点 1(敷地境界)：「振動規制法」(昭和 51

年6月 法律第64号)に基づく特定工場等に係る

規制基準 

地点 2、地点 3：「地方公共団体担当者のための建

設作業振動対策の手引き」(平成 24 年 4月 環境

省水大気環境局)より、振動に係る人体の感覚閾

値(10％の人が感じるとされる振動レベル) 

 P6-186 表 6.3.25 

 
項目 整合を図るべき基準 

資材運搬等の車両の走行

に伴う振動の影響 
70dB 昼間 

振動規制法施行規則に基づく

道路交通振動の要請限度
 

表 6.3.28 

 

項目 
整合を図るべき基準 

予測地点 時間区分 基準値 類型(区域の区分)

廃棄物の搬出入に

伴う振動の影響

地点 4
昼間 

(8時～19時)
70dB 第 2 種地域 地点 5

地点 6

 P6-187 表 6.3.27 注釈 

備考：表中の予測地点番号は、図6.3.1中の番号

と対応する。 

注：昼間：8:00～19:00 

表 6.3.30 注釈 

備考：表中の予測地点番号は、図 6.3.2 中の番号

と対応する。 

注 1：昼間：8:00～19:00 

注 2：「振動規制法」(昭和 51 年 6 月 法律第 64

号)に基づく道路交通振動に係る要請限度 

第 6章 

6.4 

悪臭 

P6-191 表 6.4.3 3 行目 

規制基準「13」 

表 6.4.3 3 行目 

規制基準値「10」 

 P6-191 表 6.4.3 注釈 

備考：表中の地点番号は、図 6.4.1 中の番号と対

応する。 

注1：新潟県の悪臭防止法に基づく臭気指数の規

制基準値(第3種区域)。 

注 2：「<」は定量下限値未満であることを示す。

表 6.4.3 注釈 

備考：表中の地点番号は、図 6.4.1 中の番号と対

応する。 

注 1：新潟県の悪臭防止法に基づく臭気指数の規

制基準値(第 1 種区域)。 

注 2：「<」は定量下限値未満であることを示す。

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(17) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.4 

悪臭 

P6-195 表 6.4.6 3 行目 

規制基準値「臭気指数 13」 

表 6.4.6 3 行目 

規制基準値「臭気指数 10」 

 P6-195 表 6.4.6 注釈 

注：新潟県の悪臭防止法に基づく臭気指数の規制

基準値(第 3種区域) 

表 6.4.6 注釈 

注：新潟県の悪臭防止法に基づく臭気指数の規制

基準値(第 1種区域) 

 P6-195 図 6.4.2 図 6.4.2 

図の体裁不良を修正 

 P6-196 b) 施設から漏洩する悪臭 第 2段落、第 3段落 

又、現行施設稼働時の対象事業実施区域における

臭気指数の現地調査結果は表6.4.3に示すとおり

であり、表 6.4.8 に示す規制基準を下回る結果で

あった。そのため、施設の供用後においても規制

基準値を下回ると考えられる。 

更に、計画施設の悪臭防止設備は、現行施設より

も機能が向上していることから、施設からの漏洩

による影響は小さいと予測される。 

b) 施設から漏洩する悪臭 第 2段落、第 3段落 

又、現行施設稼働時の対象事業実施区域における

臭気指数の現地調査結果は表 6.4.7 に示すとお

りであり、規制基準値を下回る結果であった。計

画施設の規模は現行施設と同程度となる計画で

あることから、施設の供用後においても規制基準

値を下回ると考えられる。 

更に、計画施設には悪臭防止設備を整備する計画

であることから、施設からの漏洩による悪臭の影

響は小さいと予測される。 

 P6-196 表 6.4.7 2、3 行目 

規制基準値「13」 

表 6.4.7 2、3 行目 

規制基準値「10」 

 P6-196 表 6.4.7 注釈 

注 1：「<」は定量下限値未満であることを示す。

注 2：新潟県の悪臭防止法に基づく臭気指数の規制

基準値(第 3種区域) 

表 6.4.7 注釈 

注 1：「<」は定量下限値未満であることを示す。

注 2：新潟県の悪臭防止法に基づく臭気指数の規制

基準値(第 1種区域) 

 P6-197 表 6.4.8 2 行目、3行目 

新潟県における悪臭防止法に基づく臭気指数の

規制基準(敷地境界線における臭気指数 13(第 3

種区域))と予測結果の整合が図られていること。

表 6.4.8 2 行目、3行目 

新潟県における悪臭防止法に基づく臭気指数の

規制基準(敷地境界線における臭気指数 10(第 1

種区域))と予測結果の整合が図られていること。

第 6章 

6.5 

水質 

P6-203 表 6.5.4 5 行目、6行目 環境基準(D 類型)  

浮遊物質量(SS)「100」 

生物化学的酸素要求量(BOD)「50」 

表 6.5.4 5 行目、6行目 環境基準(D 類型) 

浮遊物質量(SS)「100 以下」 

生物化学的酸素要求量(BOD)「50 以下」 

 P6-215 表 6.5.17 3 行目 環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 6.5.17 3 行目 環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、沈

砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

 P6-215 表 6.5.18 2 行目、3行目 整合を図るべき基準

浮遊物質量(SS)「100」 

生物化学的酸素要求量(BOD)「50」 

表 6.5.18 2 行目、3行目 整合を図るべき基準

浮遊物質量(SS)「100 以下」 

生物化学的酸素要求量(BOD)「50 以下」 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(18) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.7 

動物 

P6-237 表 6.7.5 鳥類確認種一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.7.5 鳥類確認種一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P6-244 表 6.7.8(5) 秋季 

コガムシ「●」 

表 6.7.8(5) 秋季 

コガムシ「(空白)」 

 P6-247 表 6.7.8(8) 秋季 

合計「175」 

表 6.7.8(8) 秋季 

合計「174 種」 

 P6-250 表 6.7.11 1 行目 

「和名」 

表 6.7.11 1 行目 

「種名」 

 P6-250 表 6.7.11 秋季 

マルタニシ「●」 

合計「31 種」 

調査時期の秋季の●を削除 

マルタニシ「(空白)」 

合計「30 種」 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(19) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.7 

動物 

P6-270 表 6.7.22(2) トウホクサンショウウオ 

確認個体は事業実施区域外からの流下個体であ

る可能性が高く、本種の産卵環境や成体の生息場

となる樹林環境も周辺には存在しないため、本種

への影響は小さいものと予測される。 

表 6.7.22(2) トウホクサンショウウオ 

対象事業実施区域内で確認された個体は、本来の

生息地である山地樹林から水路等を伝って流下

したものと考えられ、同様の個体が対象事業実施

区域内を含む周辺の排水路等の水域環境に生息

する可能性が考えられる。 

対象事業実施区域内に生息する個体については、

事業により生息環境の一部が改変されるが、周辺

に同様の環境は広く分布している。 

又、排水の放流先水路を含む対象事業実施区域外

の水域環境では、工事に伴い生じる裸地からの濁

水流入のおそれがあるが、水質の環境保全措置を

適切に実施することで、流入後の水質(SS)は現況

と同程度となると予測される。 

以上のことから、本種への影響は小さいものと予

測される。 

 P6-273 表 6.7.23(1) コサギ、ミサゴ、ハイタカ 

対象事業実施区域内を休息場や餌場として利用

している可能性があるが、周辺に同様の環境が広

く存在するため、本種への影響は小さいものと予

測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により、

対象事業実施区域付近に対する忌避などの間接

的影響が生じると考えられるが、騒音・振動の環

境保全措置により、これらの影響は低減できると

考えられる。注1 

表 6.7.23(1) コサギ、ミサゴ、ハイタカ 

対象事業実施区域内の水田等を休息場や餌場と

して利用している可能性もあるが、周辺に同様の

環境が広く分布していることから、本種への影響

は小さいものと予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により対

象事業実施区域付近に対する忌避等の間接的影

響が生じる可能性があるが、本種の生息環境は周

辺に広く分布しており、かつ対象事業実施区域近

傍において稼動している現行施設は新施設の稼

働に伴い停止するため、対象事業実施区域及びそ

の周辺の地域全体の騒音・振動の状況は現況と大

きく変わらないことから、影響は小さいと予測さ

れる。注1 

 P6-274 表 6.7.23(2) オオタカ、ハヤブサ、サンショウク

イ 

調査地域やその周辺において繁殖は確認されて

いない。なお、対象事業実施区域内を餌場として

利用している可能性があるが、周辺に同様の環境

が広く存在するため、本種への影響は小さいもの

と予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により、

対象事業実施区域付近に対する忌避などの間接

的影響が生じると考えられるが、騒音・振動の環

境保全措置により、これらの影響は低減できると

考えられる。注2 

表 6.7.23(2) オオタカ、ハヤブサ、サンショウク

イ 

調査地域において繁殖は確認されていない。又、

対象事業実施区域内を餌場利用している可能性

もあるが、周辺に同様の環境が広く分布している

ことから、本種への影響は小さいものと予測され

る。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により対

象事業実施区域付近に対する忌避等の間接的影

響が生じる可能性があるが、本種の生息環境は周

辺に広く分布しており、かつ対象事業実施区域近

傍において稼動している現行施設は新施設の稼

働に伴い停止するため、対象事業実施区域及びそ

の周辺の地域全体の騒音・振動の状況は現況と大

きく変わらないことから、影響は小さいと予測さ

れる。注2 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

注 1：コサギに係る記載内容を例として示した。 

注 2：オオタカに係る記載内容を例として示した。 
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表 11.1(20) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.7 

動物 

P6-275 表 6.7.23(3) トウホクサンショウウオ 

確認個体は対象事業実施区域外からの流下個体

である可能性が高く、本種の産卵環境や成体の生

息場となる樹林環境も周辺には存在しないため、

本種への影響は小さいものと予測される。 

表 6.7.23(3) トウホクサンショウウオ 

対象事業実施区域内で確認された個体は、本来の

生息地である山地樹林から水路等を伝って流下

したものと考えられ、同様の個体が対象事業実施

区域内を含む周辺の排水路等の水域環境に生息

する可能性が考えられる。 

施設の存在、稼動後は、対象事業実施区域内に生

息する個体については、生息環境の一部が改変さ

れるが、周辺に同様の環境は広く分布している。

又、排水の放流先水路を含む対象事業実施区域外

の水域環境では、施設の稼働に伴う排水（合併浄

化槽を通じた生活排水の処理水）流入が生じる

が、水質の環境保全措置を適切に実施すること

で、流入後の水質(SS,BOD)は現況と同程度となる

と予測される。 

以上のことから、本種への影響は小さいものと予

測される。 

 P6-277 2) 評価結果 

環境影響の回避・低減に係る評価は、表 6.7 24 に

示すとおりである。 

事業の実施による影響が予測される種について

は、これらの保全を行うことで、造成工事及び施

設の設置及び工事に伴う濁水の発生に伴う影響

は回避又は低減される。 

以上のことから、環境保全措置により、事業の実

施に伴う動物への影響が事業者や関係機関にと

って実行可能な範囲内でできる限り回避又は低

減されるものと評価する。 

2) 評価結果 

造成工事及び施設の設置における生息地の改変

や工事に伴う濁水による水質の変化は小さいと

予測されるため、動物への影響は小さいものと予

測される。さらに、表 6.7.24 に示す環境保全措

置を実施することから、事業の実施に伴う動物へ

の影響が事業者にとって実行可能な範囲内でで

きる限り回避又は低減されるものと評価する。 

 P6-277 表 6.7.24 4 行目 

環境保全措置の内容 

動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

動物の逃避経路を確保又は移動経路の分断を回

避できる工事計画、配置計画とする。 

表 6.7.24 4 行目 

環境保全措置の内容 

地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生活

史上において利用される複数の環境区分間の移

動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、配

置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

移動経路の確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とすることで、動物への影響を低減でき

る。 

 P6-277 表 6.7.24 5 行目 

環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 6.7.24 5 行目 

環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、沈

砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(21) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.7 

動物 

P6-278 2) 評価結果 

環境影響の回避・低減に係る評価は、表6.7.25に

示すとおりである。 

事業の実施による影響が予測される種について

は、これらの保全を行うことで、地形の改変後の

土地及び施設の存在、施設の稼働に伴う影響は低

減される。 

以上のことから、環境保全措置により、事業の実

施に伴う動物への影響が事業者や関係機関にと

って実行可能な範囲内でできる限り低減される

ものと評価する。 

2) 評価結果 

地形の改変後の土地及び施設の存在における生

息地の改変、施設の稼働に伴う排水による水質の

変化、及び施設の稼働に伴う騒音・振動の影響は

小さいと予測されるため、動物への影響は小さい

ものと予測される。さらに、表6.7.25に示す環境

保全措置を実施することから、事業の実施に伴う

動物への影響が事業者にとって実行可能な範囲

内でできる限り回避又は低減されるものと評価

する。 

 P6-278 表 6.7.25 8 行目 

環境保全措置の内容 

動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

動物の逃避経路を確保又は移動経路の分断を回

避できる工事計画、配置計画とする。 

表 6.7.25 8 行目 

環境保全措置の内容 

地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生活

史上において利用される複数の環境区分間の移

動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、配

置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

移動経路の確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とすることで、動物への影響を低減でき

る。 

第 6章 

6.8 

植物 

P6-283

～6-28

7 

表 6.8.4(1)～(5) 植物確認種一覧 1 行目 

「和名」 

表 6.8.4(1)～(5) 植物確認種一覧 1 行目 

「種名」 

 P6-306 2) 評価結果 

環境影響の回避・低減に係る評価は、表 6.8.10

に示すとおりである。 

事業の実施による影響が予測される種について

は、これらの保全を行うことで、造成工事及び施

設の設置及び工事に伴う濁水の発生に伴う影響

は低減される。 

又、それ以外の種及び植物群落についても、工事

用地の不適切な管理の防止など、工事による環境

負荷の削減により植物種及び植物群落への影響

に配慮する。 

以上のことから、これらの環境保全措置を適切に

実施することにより、事業の実施に伴う植物への

影響が事業者や関係機関により実行可能な範囲

内でできる限り低減されるものと評価する。 

2) 評価結果 

造成工事及び施設の設置における生育地の改変

や工事に伴う濁水による水質の変化は小さいと

予測されるため、植物への影響は小さいものと予

測される。さらに、表 6.8.10 に示す環境保全措

置を実施することから、事業の実施に伴う植物へ

の影響が事業者にとって実行可能な範囲内でで

きる限り回避又は低減されるものと評価する。 

 P6-306 表 6.8.10 4 行目 

環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 6.8.10 4 行目 

環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、沈

砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(22) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.8 

植物 

P6-307 2) 評価結果 

環境影響の回避・低減に係る評価は、表 6.8.11

に示すとおりである。 

事業の実施による影響が予測される種について

は、これらの保全を行うことで、地形の改変後の

土地及び施設の存在、施設の稼働に伴う影響は低

減される。 

又、それ以外の種及び植物群落についても、早期

緑化の実施など、生育個体及び生育環境の保全に

より植物種及び植物群落への影響に配慮する。 

以上のことから、これらの環境保全措置を適切に

実施することにより、事業の実施に伴う植物への

影響が事業者や関係機関により実行可能な範囲

内でできる限り低減されるものと評価する。 

2) 評価結果 

地形の改変後の土地及び施設の存在における生

育地の改変や施設の稼働に伴う排水による水質

の変化は小さいと予測されるため、植物への影響

は小さいものと予測される。さらに、表 6.8.11

に示す環境保全措置を実施することから、事業の

実施に伴う植物への影響が事業者にとって実行

可能な範囲内でできる限り回避又は低減される

ものと評価する。 

第 6章 

6.9 

生態系 

P6-320 表 6.9.6(1) ホンドキツネ、ホンドイタチ 

対象事業実施区域内の草地や水田・畑地等を餌場

として利用している可能性があるが、周辺に同様

の環境が広く分布していることから、本種への影

響は小さいものと予測される。 

表 6.9.6(1) ホンドキツネ、ホンドイタチ 

本種及び本種の餌となる生物は対象事業実施区

域内の草地や水田・畑地等を生息・生育環境とし

ている可能性があるが、周辺に同様の環境が広く

分布していることから、これらの種への影響は小

さいものと予測される。 

 P6-320 表 6.9.6(1) ホンドタヌキ、スズメ、ニホンアマ

ガエル 

対象事業実施区域内での生息は困難となるが、本

種の生息環境となる草地や樹林は周辺に広く分

布している。よって、本種への影響は小さいもの

と予測される。 

表 6.9.6(1) ホンドタヌキ、スズメ、ニホンアマ

ガエル 

本種及び本種の餌となる生物は対象事業実施区

域内での生息・生育は困難となるが、これらの種

の生息・生育環境となる草地や樹林は周辺に広く

分布していることから、これらの種への影響は小

さいものと予測される。注2 

 P6-321 表 6.9.6(1) ドジョウ 

対象事業実施区域内の側溝では、春季のみの確認

であり、調査地内を広く利用しながら生息してい

ると考えられることから、生息地の直接改変によ

る本種への影響は小さいものと予測される。又、

排水路では、工事に伴い生じる裸地からの濁水流

入のおそれがあるが、流入後の予測水質(SS)は現

況と同程度であるため、本種への影響は小さいも

のと予測される。 

表 6.9.6(1) ドジョウ 

対象事業実施区域内の側溝では、春季のみの確認

であり、本種や本種の餌となる生物は調査地域内

を広く利用しながら生息・生育していると考えら

れることから、直接改変による本種への影響は小

さいものと予測される。又、排水路では、工事に

伴い生じる裸地からの濁水流入のおそれがある

が、流入後の予測水質(SS)は現況と同程度である

ため、これらの種への影響は小さいものと予測さ

れる。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

注 1：ホンドキツネに係る記載内容を例として示した。 

注 2：ホンドタヌキに係る記載内容を例として示した。 

 

  



 11-23

表 11.1(23) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.9 

生態系 

P6-323 表 6.9.7(1) ホンドキツネ、ホンドイタチ 

対象事業実施区域内の草地や水田・畑地等を餌場

として利用している可能性もあるが、周辺に同様

の環境が広く分布していることから、本種への影

響は小さいものと予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により、

対象事業実施区域付近に対する忌避などの間接

的影響が生じると考えられるが、騒音・振動の環

境保全措置により、これらの影響は低減できると

考えられる。 

表 6.9.7(1) ホンドキツネ、ホンドイタチ 

本種及び本種の餌となる生物等の関係種は、対象

事業実施区域内の草地や水田・畑地等を生息・生

育環境としている可能性があるが、周辺に同様の

環境が広く分布していることから、これらの種へ

の影響は小さいものと予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により対

象事業実施区域付近に対する忌避等の間接的影

響が生じる可能性があるが、本種の生息環境は周

辺に広く分布しており、かつ対象事業実施区域近

傍において稼動している現行施設は新施設の稼

働に伴い停止するため、対象事業実施区域及びそ

の周辺の地域全体の騒音・振動の状況は現況と大

きく変わらないことから、影響は小さいと予測さ

れる。注1 

 P6-323 表 6.9.7(1) ホンドタヌキ 

対象事業実施区域内での生息は困難となるが、本

種の生息環境となる草地や樹林は周辺に広く分

布していることから、本種への影響は小さいもの

と予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により、

対象事業実施区域付近に対する忌避などの間接

的影響が生じると考えられるが、騒音・振動の環

境保全措置により、これらの影響は低減できると

考えられる。 

表 6.9.7(1) ホンドタヌキ 

本種及び本種の餌となる生物等の関係種は、対象

事業実施区域内での生息・生育は困難となるが、

これらの種の生息・生育環境となる草地や樹林は

周辺に広く分布していることから、これらの種へ

の影響は小さいものと予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により対

象事業実施区域付近に対する忌避等の間接的影

響が生じる可能性があるが、本種の生息環境は周

辺に広く分布しており、かつ対象事業実施区域近

傍において稼動している現行施設は新施設の稼

働に伴い停止するため、対象事業実施区域及びそ

の周辺の地域全体の騒音・振動の状況は現況と大

きく変わらないことから、影響は小さいと予測さ

れる。 

 P6-324 表 6.9.7(2) スズメ 

対象事業実施区域内での生息は困難となるが、本

種の生息環境となる草地や樹林は周辺に広く分

布していることから、本種への影響は小さいもの

と予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により、

対象事業実施 区域付近に対する忌避 などの間

接的影響が生じると考えられるが、騒音・振動の

環境保全措置により、これらの影響は低減できる

と考えられる。 

表 6.9.7(2) スズメ 

本種及び本種の餌となる生物等の関係種は、対象

事業実施区域内での生息・生育は困難となるが、

これらの種の生息・生育環境となる草地や樹林は

周辺に広く分布していることから、これらの種へ

の影響は小さいものと予測される。 

又、施設の稼働に伴う騒音・振動の発生により対

象事業実施区域付近に対する忌避等の間接的影

響が生じる可能性があるが、本種の生息環境は周

辺に広く分布しており、かつ対象事業実施区域近

傍において稼動している現行施設は新施設の稼

働に伴い停止するため、対象事業実施区域及びそ

の周辺の地域全体の騒音・振動の状況は現況と大

きく変わらないことから、影響は小さいと予測さ

れる。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

注 1：ホンドキツネに係る記載内容を例として示した。 
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表 11.1(24) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.9 

生態系 

P6-324 表 6.9.7(2) ニホンアマガエル 

対象事業実施区域内での生息は困難となるが、本

種の生息環境となる畑地や水田は周辺に広く分

布していることから、本種への影響は小さいもの

と予測される。 

表 6.9.7(2) ニホンアマガエル 

本種及び本種の餌となる生物等の関係種は、対象

事業実施区域内での生息は困難となるが、これら

の種の生息環境となる畑地や水田は周辺に広く

分布していることから、これらの種への影響は小

さいものと予測される。 

 P6-324 表 6.9.7(2) ドジョウ 

対象事業実施区域内の側溝では、春季のみの確認

であり 調査地内を広く利用しながら生息してい

ると考えられることから、施設の存在による本種

への影響は小さいものと予測される。又、排水路

では、施設の稼働に伴う排水（合併浄化槽を通じ

た生活排水の処理水）流入が生じるが、流入後の

予測水質 SS BOD) は現況と同程度であるため、本

種への影響は小さいものと予測される。 

表 6.9.7(2) ドジョウ 

対象事業実施区域内の側溝では、春季のみの確認

であり、本種や本種の餌となる生物等の関係種

は、調査地内を広く利用しながら生息・生育して

いると考えられることから、施設の存在によるこ

れらの種への影響は小さいものと予測される。

又、排水路では、施設の稼働に伴う排水（合併浄

化槽を通じた生活排水の処理水）流入が生じる

が、流入後の予測水質(SS,BOD)は現況と同程度で

あるため、これらの種への影響は小さいものと予

測される。 

 P6-325 2) 評価結果 

環境影響の回避・低減に係る評価は、表 6.9.8 に

示すとおりである。 

事業の実施による影響が予測される種について

は、これらの保全を行うことで、造成工事及び施

設の設置及び工事に伴う濁水の発生に伴う影響

は回避又は低減される。 

以上のことから、環境保全措置により、事業の実

施に伴う注目種への影響が事業者や関係機関に

とって実行可能な範囲内でできる限り回避又は

低減されるものと評価する。 

2) 評価結果 

造成工事及び施設の設置における生息・生育地の

改変や工事に伴う濁水による水質の変化はほと

んど無いため、注目種等への影響は小さいものと

予測される。さらに、表 6.9.8 に示す環境保全措

置を実施することから、事業の実施に伴う注目種

等への影響が事業者にとって実行可能な範囲内

でできる限り回避又は低減されるものと評価す

る。 

 P6-325 表 6.9.8 4 行目 

環境保全措置の内容 

動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

動物の逃避経路を確保又は移動経路の分断を回

避できる工事計画、配置計画とする。 

表 6.9.8 4 行目 

環境保全措置の内容 

地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生活

史上において利用される複数の環境区分間の移

動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、配

置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

移動経路の確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とすることで、動物への影響を低減でき

る。 

 P6-325 表 6.9.8 5 行目 

環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 6.9.8 5 行目 

環境保全措置の内容 

工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、沈

砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(25) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.9 

生態系 

P6-326 2) 評価結果 

環境影響の回避・低減に係る評価は、表 6.9.9 に

示すとおりである。 

事業の実施による影響が予測される種について

は、これらの保全を行うことで、地形の改変後の

土地及び施設の存在、施設の稼働に伴う影響は低

減される。 

以上のことから、環境保全措置により、事業の実

施に伴う注目種への影響が事業者や関係機関に

とって実行可能な範囲内でできる限り低減され

るものと評価する。 

2) 評価結果 

地形の改変後の土地及び施設の存在における生

息・生育地の改変や施設の稼働に伴う排水による

水質の変化はほとんど無く、施設の稼働に伴う騒

音・振動の影響も小さいと予測されるため、注目

種等への影響は小さいものと予測される。さら

に、表 6.9.9 に示す環境保全措置を実施すること

から、事業の実施に伴う注目種等への影響が事業

者にとって実行可能な範囲内でできる限り回避

又は低減されるものと評価する。 

 P6-326 表 6.9.9 8 行目 

環境保全措置の内容 

動物の移動経路の分断の回避が可能な配置計画

とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

動物の移動経路の分断を回避できる配置計画と

する。 

表 6.9.9 8 行目 

環境保全措置の内容 

地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生活

史上において利用される複数の環境区分間の移

動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、配

置計画とする。 

 

予測の結果、又は効果の程度 

移動経路の確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とすることで、動物への影響を低減でき

る。 

第 6章 

6.12 

廃棄物 

P6-361 ①建設残土の発生量及び処理方法 

建設残土の発生量及び処理方法は表 6.12.1 に示

す通りである。造成工事及び施設の設置により、

35,110m3の建設残土が発生し、そのうち 20,710m3

が場内利用(埋め戻し)に供される計画である。 

①建設残土の発生量及び処理方法 

建設残土の発生量及び処理方法は表 6.12.1 に示

すとおりである。造成工事及び施設の設置によ

り、35,110m3 の建設残土が発生し、そのうち

20,710m3が場内利用(埋め戻し)に供される。場内

利用後に発生する建設残土 14,400m3 については

専門業者に委託し、適切な有効利用又は埋め立て

処分を図る。 

 P6-361 表 6.12.1 1 行目、2行目 

「場内利用量」 

「最終処分量」 

「場内埋め戻し」 

表 6.12.1 1 行目、2行目 

「再利用量(場内利用)」 

「再利用後の発生量」 

「場内埋め戻し等」 

 P6-362 ②建設副産物の発生量及び処理方法 

建設副産物の発生量及び処理方法は表 6.12.2 に

示すとおりである。造成工事及び施設の設置によ

り、合計で 7,803t の副産物が発生する。発生副

産物は種類により再資源化及び場内利用に供さ

れ、再資源化が困難なものについては適切に最終

処分する計画である。 

②建設副産物の発生量及び処理方法 

建設副産物の発生量及び処理方法は表 6.12.2 に

示すとおりである。造成工事及び施設の設置によ

り、合計で 7,803t の副産物が発生する。発生し

た副産物のうち、建設汚泥については可能な限り

場内利用又は再資源化を行い、その他の建設副産

物については可能な限り再資源化を行う。再資源

化等の実施後の最終処分(埋め立て)量は合計で

約 425t となる計画である。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

 

  



 11-26

表 11.1(26) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.12 

廃棄物 

P6-362 表 6.12.2  

 

表 6.12.2 6 列目 

再資源化量の列を追加 

 P6-362 表 6.12.2 注釈 

注：廃棄物の発生量、再資源化率、処理方法はメ

ーカーへのヒアリング結果によるものである。 

表 6.12.2 注釈 

注 1：廃棄物の発生量、再資源化率、処理方法は

メーカーへのヒアリング結果によるものである

(ただし、石膏ボードの再資源化率は除く)。 

注 2：石膏ボードの再資源化率について、「令和元

年度新潟県産業廃棄物実態調査(平成 30 年度実

績）」(新潟県県民生活・環境部廃棄物対策課 HP

 https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/haikib

utsu/1247774493247.html)において、石膏ボード

はガラスくず、陶磁器くずと同一の区分に分類さ

れているため、ガラス・陶磁器くずと同一の数値

を用いた。 

 P6-362 5) 予測結果 

造成工事の実施及び施設の設置により、35,110m3

の建設残土が発生する。この残土のうち、

20,710m3 は場内埋め戻しによる場内利用に供さ

れる。そのため、14,400m3の残土が場外に搬出さ

れ、最終処分される計画である。 

建設副産物について、造成工事又は施設の設置に

より、合計で約 7,800t の建設副産物が発生する。

発生した副産物は種類により再資源化及び場内

利用に供される。再資源化が困難な副産物は、種

類により適切に最終処分される計画であり、最終

処分量は合計で約 425t 程度である。発生した副

産物は、工事の期間中はコンテナボックス等を用

いて適切に保管される。 

5) 予測結果 

造成工事の実施及び施設の設置により、35,110m3

の建設残土が発生する。この残土のうち、

20,710m3 は場内埋め戻しによる場内利用に供さ

れる。場内利用後に発生する 14,400m3の残土につ

いては、専門業者に委託し、適切な有効利用又は

埋め立て処分を図る。 

建設副産物について、造成工事又は施設の設置に

より、合計で約 7,800t の建設副産物が発生する。

発生した副産物のうち、建設汚泥については可能

な限り場内利用又は再資源化を行い、その他の建

設副産物については可能な限り再資源化を行う。

再資源化等の実施後の最終処分(埋め立て)量は

合計で約 425t である。なお、発生した副産物は、

工事の期間中はコンテナボックス等を用いて適

切に保管する。 

 P6-368 － b) 環境保全施策との整合性 

項を追加 

 P6-369 a) 影響の回避・低減に係る評価 

環境影響の回避・低減のための配慮に係る評価結

果は表 6.12.11 に示すとおりである。発生する残

土及び副産物は出来る限り場内利用や再資源化

に努め、再生利用が困難な副産物については適正

に保管・処理することから、造成工事及び施設の

設置に伴う廃棄物等の影響は事業者にとって実

行可能な範囲内で出来る限り低減されていると

評価する。 

a) 影響の回避・低減に係る評価 

環境影響の回避・低減のための配慮に係る評価結

果は表 6.12.12 に示すとおりである。発生する残

土及び建設副産物は出来る限り発生を抑制する

とともに、場内利用等の再利用や再資源化に努

め、再生利用が困難な建設副産物については適正

に保管・処理する。又、工事中は監督員を配置す

るとともに第三者に工事監理を委託し、建設副産

物の管理、処理が適切に行われるよう管理するこ

とから、造成工事及び施設の設置に伴う廃棄物等

の影響は事業者にとって実行可能な範囲内で出

来る限り低減されていると評価する。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(27) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 6章 

6.12 

廃棄物 

P6-369 表 6.12.12 3 行目 

予測の結果、又は効果の程度 

資源を可能な限り再利用し、最終処分量を減少さ

せることで、環境に及ぼす影響を軽減できる。 

表 6.12.12 2 行目 

予測の結果、又は効果の程度 

可能な限り建設残土及び建設副産物の発生を抑

制するとともに、再利用を促進し、処理量を減少

させることで、環境に及ぼす影響を軽減できる。

 P6-369 表 6.12.12  表 6.12.12 5 行目 

行を追加 

 P6-369 － b) 環境保全施策との整合性 

項を追加 

 P6-370 表 6.12.13 5 行目 

環境保全措置の内容 

計画施設の運営にあたっては、3Rの推進など、廃

棄物の削減施策を適切に実施する。 

表 6.12.13 5 行目 

環境保全措置の内容 

計画施設の運営にあたっては、3Rの推進など、自

治体の廃棄物の削減施策等を適切に実施する。 

 P6-370 表 6.12.13 注釈 

注:措置の区分：①回避：特定の行為あるいはそ

の一部を行わないことにより、影響全体を回避す

る。 

②最小化：行為とその実施において，程度と規模

を制限することにより、影響を最小化する。 

③修正：影響を受けた環境を修復，回復，又は改

善することにより、影響を矯正する。 

④低減：保護・保全活動を行うことにより、事業

期間中の影響を低減・除去する。 

⑤代償：代替の資源や環境で置換，あるいはこれ

らを提供することにより、影響を代償する。 

表 6.12.13 注釈 

注 1：措置の区分：①回避：特定の行為あるいは

その一部を行わないことにより、影響全体を回避

する。 

②最小化：行為とその実施において、程度と規模

を制限することにより、影響を最小化する。 

③修正：影響を受けた環境を修復、回復、又は改

善することにより、影響を矯正する。 

④低減：保護・保全活動を行うことにより、事業

期間中の影響を低減・除去する。 

⑤代償：代替の資源や環境で置換，あるいはこれ

らを提供することにより、影響を代償する。 

注2：自治体による廃棄物削減施策の例 

第2次五泉市環境基本計画(平成30年4月 五泉

市)：令和3年度において再生利用率14%(平成28年

度比1.1%増) 

第 7 章 P7-1 本文 

「第6章 調査、予測及び評価の結果」に示した

予測及び評価の結果は、表7.1に示す環境保全の

ための措置を前提としたものであり、事業の実施

にあたり、これらの措置は必須事項である。 

したがって、これらの内容を特定された民間事業

者へ周知することにより、環境影響の回避・低減

を図ることとする。 

なお、設計・建設段階においては立会検査により、

運営段階においては運営モニタリングにより事

業者が環境保全措置の実施状況を確認する計画

である。 

本文 

「第6章 調査、予測及び評価の結果」に示した

予測及び評価の結果は、表7.1に示す環境保全の

ための措置を前提としたものであり、事業の実施

にあたり、これらの措置は必須事項である。 

したがって、これらの措置を設計、建設及び管理

運営の各段階において特定された民間事業者へ

周知し、民間事業者はこれを遵守することによ

り、環境影響の回避・低減を図ることとする。 

なお、設計・建設段階においては立会検査により、

管理運営段階においては運営モニタリングによ

り事業者が環境保全措置の実施状況を確認する

計画である。また、環境に影響がみられるおそれ

がある場合やみられた場合は都市計画決定権者

と協議の上、対策を講じるものとする。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

 

  



 11-28

表 11.1(28) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 7章 P7-3 表 7.1(3) 水質 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 7.1(3) 水質 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

 P7-4 表 7.1(4) 動物 造成工事及び施設の配置等 

・動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 7.1(4) 動物 造成工事及び施設の配置等 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

 P7-4 表 7.1(4) 動物 地形改変後の土地及び施設の存

在 

・動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

配置計画とする。 

表 7.1(4) 動物 地形改変後の土地及び施設の存

在 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる配置計画

とする。 

 P7-5 表 7.1(5) 植物 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 7.1(5) 植物 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

 P7-5 表 7.1(5) 生態系 造成工事及び施設の配置等 

・動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 7.1(5) 生態系 造成工事及び施設の配置等 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

 P7-5 表 7.1(5) 生態系 地形改変後の土地及び施設の

存在 

・動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

配置計画とする。 

表 7.1(5) 生態系 地形改変後の土地及び施設の

存在 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる配置計画

とする。 

 P7-6 表 7.1(6) 廃棄物等 

建設工事に伴う副産物 

－ 

 

廃棄物 

・ 計画施設の運営にあたっては、 3R の推進な

ど、廃棄物の削減施策を適切に実施する。 

表 7.1(6) 廃棄物等 

建設工事に伴う副産物 

・工事期間中は、工事現場に監督員を配置すると

ともに、第三者に工事監理を委託し、建設副産物

について適切に処理されるよう監視を行う。 

 

廃棄物 

・計画施設の運営にあたっては、3R の推進など、

自治体の廃棄物の削減施策等を適切に実施する。

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(29) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 8章 P8-7 表 8.2.1 5 行目 

「1地点」 

表 8.2.1 5 行目 

「敷地境界 1地点(南側)」 

 P8-7 表 8.2.1 20 行目 

「騒音」 

「騒音測定、低周波音測定」 

「施設稼働直後の 1ヶ年 

3 地点」 

表 8.2.1 20 行目 

「騒音・低周波音」 

「騒音測定(LA5、LA50、LA95、LAeq)、 

低周波音測定(G 特性音圧レベル（LG5）、平坦特性

音圧レベル（L50）、1/3 オクターブバンド音圧レ

ベル)」 

「施設稼働直後の 1ヶ年 

3 地点 

(環境騒音及び低周波音の調査地点)」 
 P8-7 表 8.2.1 22 行目 

「施設稼働直後の 1ヶ年 

4 地点」 

表 8.2.1 22 行目 

「施設稼働直後の 1ヶ年 

5 地点 

(悪臭の調査地点＋対象事業実施区域周辺の集落

(論瀬新田集落))」 

 P8-7 表 8.2.1 23 行目 

「施設稼働直後の 1ヶ年 

1 地点」 

表 8.2.1 23 行目 

「施設稼働直後の 1ヶ年 

1 地点 

(排水の放流先水路)」 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

 

  



 11-30

表 11.1(30) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 9章 P9-5 表 9.2.1(4) 低周波音の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

表 9.2.1(4) 低周波音の調査結果 

 
調査地点 区分 平坦特性音圧レベル(L50) G 特性音圧レベル(LG5) 

地点 1
範囲 － 58～79 

平均 － 74 

地点 1'
範囲 73～75 78～81 

平均 74 80 

地点 2
範囲 61～79 56～77 

平均 66 68 

地点 3
範囲 － 56～69 

平均 － 62 

評価の参考値 90 100 

備考：各調査地点の最大の調査結果を示した。 

 P9-6 表 9.2.1(5) 予測結果 

施設の稼動に伴う低周波音について、計画施設と

類似した施設における敷地境界での調査結果で

は、評価の参考値を下回っていた。本計画施設か

ら住居までの距離は200m以上400m程度離れてい

るため、類似事例より影響が大きくなることは考

えにくい。 

また、現行施設周辺において低周波音に関する苦

情はなく、計画施設の規模も既存施設より小さい

ものとなる。 

以上のことから、本計画施設の稼働に伴う低周波

音の影響は小さいものと予測される。 

表 9.2.1(5) 予測結果 

現行施設の敷地境界における低周波音の測定結

果は、全ての項目で評価の参考値を下回ってい

た。 

計画施設に設置される設備は、同一のごみ処理方

式を採用している現行施設にも設置されている。

又、計画施設は現行施設の同程度の規模となる計

画であるため、計画施設の敷地境界の低周波音は

現行施設の測定結果から大きく変化しないと考

えられる。 

又、対象事業実施区域から住居までの距離は 400m

程度離れている。敷地境界から 400m 離れている

場合、低周波音圧レベルは 60dB 程度減衰するこ

とから、各予測地点における計画施設の寄与は

20dB 以下となると考えられる。これを現況の低周

波音圧レベルと合成した場合、低周波音圧レベル

の変化は 0.1dB 未満となり、ほとんど変化しない

と考えられる。 

以上のことから、施設の稼働に伴う低周波音の影

響は小さいものと予測される。 

 P9-6 表 9.2.1(5) 評価結果 

【整合を図るべき基準】 

・騒音に係る環境基準 

・騒音規制法に基づく特定工場等に係る規制基準

・低周波音の G特性音圧レベルに係る評価の参考

値 

表 9.2.1(5) 評価結果 

【整合を図るべき基準】 

・騒音に係る環境基準 

・騒音規制法に基づく特定工場等に係る規制基準

・低周波音の G特性音圧レベル、平坦特性音圧レ

ベル、1/3 オクターブバンド音圧レベルに係る評

価の参考値 

 P9-9 表 9.2.1(8) 調査結果 

悪臭の調査結果は以下に示すとおりである。 

調査地点周辺では臭気指数の規制基準は定めら

れていないが、調査地域内の一部地域が第 1種、

第 2種区域に指定されている。臭気指数について

第 3 種区域の規制基準と比較すると、全ての地

点・項目で規制基準を下回っていた。又、特定悪

臭物質について、新潟市で設定されている規制基

準と比較した結果、全ての地点で基準値を下回っ

ていた。 

表 9.2.1(8) 調査結果 

悪臭の調査結果は以下に示すとおりである。 

調査地点周辺では臭気指数の規制基準は定めら

れていないが、調査地域内の一部地域が第 1種、

第 2種区域に指定されている。臭気指数について

第 1 種区域の規制基準と比較すると、全ての地

点・項目で規制基準を下回っていた。又、特定悪

臭物質について、新潟市で設定されている規制基

準と比較した結果、全ての地点で基準値を下回っ

ていた。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

 

  

平日 休日
範囲 58～79 55～61
平均 74 58

範囲 56～77 53～60

平均 68 57

範囲 56～69 56～62
平均 62 59

100 100

G特性音圧レベル

(L G5)

地点1

地点2

評価の参考値

地点3

調査地点 区分
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表 11.1(31) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 9章 P9-9 表 9.2.1(8) 臭気指数の調査結果 

 
調査地点 臭気指数 規制基準 

地点 1 <10 

13 
地点 2 <10 

地点 3 <10 

地点 4 <10 
 

表 9.2.1(8) 臭気指数の調査結果 

 
調査地点 臭気指数 規制基準 

地点 1 <10 

10 
地点 2 <10 

地点 3 <10 

地点 4 <10 

 P9-9 表 9.2.1(8) 予測結果 

（2）施設から漏洩する悪臭 

エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリ

サイクル推進施設共に建屋構造とする計画とし

ており、分別、破砕・選別作業はすべて屋内で行

われる。又、プラットホーム内は負圧を維持する

等、施設内部で発生する臭気を施設外へ拡散させ

ない構造とする計画である。 

又、現行施設稼働時における臭気指数の現地調査

結果は、第 3 種区域の規制基準を下回る 10 未満

であった。そのため、施設の供用後においても規

制基準値を下回ると考えられる。 

更に、計画施設の悪臭防止設備は、現行施設より

も機能が向上していることから、施設からの漏洩

による影響は小さいと予測される。 

表 9.2.1(8) 予測結果 

（2）施設から漏洩する悪臭 

エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリ

サイクル推進施設共に建屋構造とする計画とし

ており、分別、破砕・選別作業はすべて屋内で行

われる。又、プラットホーム内は負圧を維持する

等、施設内部で発生する臭気を施設外へ拡散させ

ない構造とする計画である。 

又、現行施設稼働時における臭気指数の現地調査

結果は、第 1 種区域の規制基準を下回る 10 未満

であった。計画施設の規模は現行施設と同程度と

なる計画であることから、施設の供用後において

も規制基準値を下回ると考えられる。 

更に、計画施設には悪臭防止設備を整備する計画

であることから、施設からの漏洩による悪臭の影

響は小さいと予測される。 

 P9-10 表 9.2.1(9) 環境保全措置 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

表 9.2.1(9) 環境保全措置 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

 P9-12 表 9.2.1(11) 予測結果  

工事の実施 

対象事業実施区域内で確認された重要種のうち、

コガムシ、ドジョウについては、施設の配置によ

り、対象事業実施区域での生息は困難になる。し

かし、これらの種は対象事業実施区域周辺に生息

環境が広く分布していることから、影響は小さい

と予測される。 

又、本種は排水路でも確認されており、工事に伴

い生じる裸地からの濁水流入のおそれがあるが、

流入後の予測水質(SS)は現況と同程度であるた

め、本種への影響は小さいものと予測される。 

又、対象事業実施区域内で確認された重要種のト

ウホクサンショウウオについては、事業実施区域

外からの流下個体である可能性が高く、本種の産

卵環境や成体の生息場となる樹林環境も周辺に

は存在しないため、影響は小さいと予測される。

表 9.2.1(11) 予測結果  

工事の実施 

対象事業実施区域内で確認された重要種のうち、

コガムシ、ドジョウについては、施設の配置によ

り、対象事業実施区域での生息は困難になる。し

かし、これらの種は対象事業実施区域周辺に生息

環境が広く分布していることから、影響は小さい

と予測される。 

又、本種は排水路でも確認されており、工事に伴

い生じる裸地からの濁水流入のおそれがあるが、

流入後の予測水質(SS)は現況と同程度であるた

め、本種への影響は小さいものと予測される。 

又、対象事業実施区域内で確認された重要種のト

ウホクサンショウウオについては、本来の生息地

である山地樹林から水路等を伝って流下したも

のと考えられ、同様の個体が周辺の排水路等の水

域環境に生息する可能性が考えられるが、周辺に

同様の環境は広く分布していること、濁水の流入

後の水質(SS)は現況と同程度であることから、影

響は小さいと予測される。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(32) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 9章 P9-12 表 9.2.1(11) 環境保全措置 

造成工事・施設の配置等 

・工事用地の不適切な管理(ゴミ等の放置等)を防

止し、動物への影響を低減する。 

・動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

・沈砂池の放流水質を監視し、異常値が確認され

た場合は、適切な措置を講ずる。 

・強い雨が想定される場合は、裸地をシート等に

より被覆する。 

表 9.2.1(11) 環境保全措置 

造成工事・施設の配置等 

・工事用地の不適切な管理(ゴミ等の放置等)を防

止し、動物への影響を低減する。 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

・沈砂池の放流水質を監視し、異常値が確認され

た場合は、適切な措置を講ずる。 

・強い雨が想定される場合は、裸地をシート等に

より被覆する。 

 P9-12 表 9.2.1(11) 予測結果  

地形の改変後の土地及び施設の存在 

対象事業実施区域内で確認された重要種のうち、

コガムシ、ドジョウについては、施設の存在によ

り、対象事業実施区域での生息は困難になる。し

かし、これらの種は対象事業実施区域周辺に生息

環境が広く分布していることから、影響は小さい

と予測される。 

又、対象事業実施区域内で確認された重要種のト

ウホクサンショウウオについては、事業実施区域

外からの流下個体である可能性が高く、本種の産

卵環境や成体の生息場となる樹林環境も周辺に

は存在しないため、影響は小さいと予測される。

表 9.2.1(11) 予測結果  

地形の改変後の土地及び施設の存在 

対象事業実施区域内で確認された重要種のうち、

コガムシ、ドジョウについては、施設の存在によ

り、対象事業実施区域での生息は困難になる。し

かし、これらの種は対象事業実施区域周辺に生息

環境が広く分布していることから、影響は小さい

と予測される。 

又、対象事業実施区域内で確認された重要種のト

ウホクサンショウウオについては、本来の生息地

である山地樹林から水路等を伝って流下したも

のと考えられ、同様の個体が周辺の排水路等の水

域環境に生息する可能性が考えられるが、周辺に

同様の環境は広く分布していること、排水の流入

後の水質(SS)は現況と同程度であることから、影

響は小さいと予測される。 

 P9-12 表 9.2.1(11) 環境保全措置 

地形の改変後の土地及び施設の存在 

・動物の移動経路の分断の回避が可能な配置計画

とする。 

表 9.2.1(11) 環境保全措置 

地形改変後の土地及び施設の存在 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる配置計画

とする。 

 P9-13 表 9.2.1(12) 予測結果 

対象事業実施区域周辺で確認された重要種のう

ち、コサギ、ミサゴ、ハイタカ、オオタカ、ハヤ

ブサ、サンショウクイについては、施設の稼働に

伴う騒音・振動の発生により、対象事業実施区域

付近に対する忌避などの間接的影響が生じると

考えられるが、騒音・振動の環境保全措置により、

これらの影響は低減できると予測される。 

表 9.2.1(12) 予測結果 

対象事業実施区域周辺で確認された重要種のう

ち、コサギ、ミサゴ、ハイタカ、オオタカ、ハヤ

ブサ、サンショウクイについては、施設の稼働に

伴う騒音・振動の発生により、対象事業実施区域

付近に対する忌避などの間接的影響が生じる可

能性があるが、これらの種の生息環境は周辺に広

く分布しており、かつ対象事業実施区域近傍にお

いて稼動している現行施設は新施設の稼働に伴

い停止するため、対象事業実施区域及びその周辺

の地域全体の騒音・振動の状況は現況と大きく変

わらないことから、影響は小さいと予測される。

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(33) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 9章 P9-13 表 9.2.1(12) 環境保全措置 

・工事用地の不適切な管理(ゴミ等の放置等)を防

止し、動物への影響を低減する。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

・沈砂池の放流水質を監視し、異常値が確認され

た場合は、適切な措置を講ずる。 

・強い雨が想定される場合は、裸地をシート等に

より被覆する。 

表 9.2.1(12) 環境保全措置 

・工事用地の不適切な管理(ゴミ等の放置等)を防

止し、動物への影響を低減する。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

・沈砂池の放流水質を監視し、異常値が確認され

た場合は、適切な措置を講ずる。 

・強い雨が想定される場合は、裸地をシート等に

より被覆する。 

 P9-14 表 9.2.1(13) 予測結果 

造成工事及び施設の配置等 

対象事業実施区域内で確認されたすべての注目

種等において、生息地又は生育地の一部が消失す

る。しかし、周辺に生息・生育環境は維持される

ことから、いずれも影響は無い、又は影響は小さ

いと予測される。 

又、注目種のうちドジョウについては排水路でも

確認されており、工事に伴い生じる裸地からの濁

水流入のおそれがあるが、流入後の予測水質(SS)

は現況と同程度であるため、本種への影響は小さ

いものと予測される。 

表 9.2.1(13) 予測結果 

造成工事及び施設の配置等 

対象事業実施区域内で確認されたすべての注目

種等において、生息地又は生育地の一部が消失す

る。しかし、周辺に生息・生育環境は維持される

ことから、注目種をはじめとする生態系への影響

は小さいと予測される。 

又、注目種のうちドジョウについては排水路でも

確認されており、工事に伴い生じる裸地からの濁

水流入のおそれがあるが、流入後の予測水質(SS)

は現況と同程度であるため、本種や餌となる生物

への影響は小さいものと予測される。 

 P9-14 表 9.2.1(13) 環境保全措置 

造成工事及び施設の配置等 

・工事用地の不適切な管理(ゴミ等の放置等)を防

止し、動植物への影響を低減する。 

・動物の移動経路の確保又は分断の回避が可能な

工事・配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。 

・沈砂池の放流水質を監視し、異常値が確認され

た場合は、適切な措置を講ずる。 

・強い雨が想定される場合は、裸地をシート等に

より被覆する。 

表 9.2.1(13) 環境保全措置 

造成工事及び施設の配置等 

・工事用地の不適切な管理(ゴミ等の放置等)を防

止し、動物への影響を低減する。 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる工事計画、

配置計画とする。 

・工事中は適切な規模の沈砂池を設置する。又、

沈砂池については必要に応じて浚渫を行う。 

・沈砂池の放流水質を監視し、異常値が確認され

た場合は、適切な措置を講ずる。 

・強い雨が想定される場合は、裸地をシート等に

より被覆する。 

 P9-14 表 9.2.1(13) 予測結果 

地形の改変後の土地及び施設の存在 

対象事業実施区域内で確認されたすべての注目

種等において、生息地又は生育地の一部が消失す

る。しかし、周辺に生息・生育環境は維持される

ことから、いずれも影響は無い、又は影響は小さ

いと予測される。 

表 9.2.1(13) 予測結果 

地形改変後の土地及び施設の存在 

対象事業実施区域内で確認されたすべての注目

種等において、生息地又は生育地の一部が消失す

る。しかし、周辺に生息・生育環境は維持される

ことから、注目種をはじめとする生態系への影響

は小さいと予測される。 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(34) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 9章 P9-14 表 9.2.1(13) 環境保全措置 

地形の改変後の土地及び施設の存在 

・動物の移動経路の分断の回避が可能な配置計画

とする。 

表 9.2.1(13) 環境保全措置 

地形改変後の土地及び施設の存在 

・地上性の哺乳類・両生類・爬虫類を対象に、生

活史上において利用される複数の環境区分間の

移動経路を確保又は分断を回避できる配置計画

とする。 

 P9-14 表 9.2.1(13) 予測結果 

施設の稼動(排水) 

注目種のドジョウが確認された排水路では、施設

の稼働に伴う排水（合併浄化槽を通じた生活排水

の処理水）流入が生じるが、流入後の予測水質

(SS,BOD)は現況と同程度であるため、本種への影

響は小さいものと予測される。 

表 9.2.1(13) 予測結果 

施設の稼動(排水) 

注目種のドジョウが確認された排水路では、施設

の稼働に伴う排水（合併浄化槽を通じた生活排水

の処理水）流入が生じるが、流入後の予測水質

(SS,BOD)は現況と同程度であるため、本種や餌と

なる生物への影響は小さいものと予測される。 

 P9-14 表 9.2.1(13) 予測結果 

施設の稼動(機械等の稼動) 

対象事業実施区域内及び区域外で確認された注

目種のうち、ホンドキツネ、ホンドイタチ、ホン

ドタヌキ、スズメについては、施設の稼働に伴う

騒音・振動の発生により、対象事業実施区域付近

に対する忌避などの間接的影響が生じると考え

られるが、騒音・振動の環境保全措置により、こ

れらの影響は低減できると考えられる。 

表 9.2.1(13) 予測結果 

施設の稼動(機械等の稼動) 

確認された注目種のうち、ホンドキツネ、ホンド

イタチ、ホンドタヌキ、スズメについては、施設

の稼働に伴う騒音・振動の発生により、対象事業

実施区域付近に対する忌避などの間接的影響が

生じると考えられるが、地域全体の騒音・振動の

状況は現況と大きく変わらないことから、影響は

小さいと予測される。 

 P9-17 表 9.2.1(16) 予測結果 

造成工事の実施及び施設の設置により、35,110m3

の建設残土が発生する。このうち、20,710m3は場

内埋め戻しによる場内利用に供され、14,400m3の

残土が場外にて最終処分される計画である。 

建設副産物については、造成工事又は施設の設置

により合計で約 7,800t が発生する。このうち、

再資源化が困難な副産物は、最終処分される計画

であり、合計で約 425t 程度である。発生した副

産物は、工事の期間中はコンテナボックス等を用

いて適切に保管される。 

表 9.2.1(16) 予測結果 

造成工事の実施及び施設の設置により、35,110m3

の建設残土が発生し、そのうち 20,710m3が場内利

用(埋め戻し)に供される。場内利用後に発生する

建設残土 14,400m3については専門業者に委託し、

適切な有効利用又は埋め立て処分を図る。 

建設副産物については、造成工事又は施設の設置

により合計で約 7,800t が発生する。発生した副

産物のうち、建設汚泥については可能な限り場内

利用又は再資源化を行い、その他の建設副産物に

ついては可能な限り再資源化を行う。再資源化等

の実施後の最終処分(埋め立て)量は合計で約

425t である。発生した副産物は、工事の期間中は

コンテナボックス等を用いて適切に保管される。

 P9-17 表 9.2.1(16) 環境保全措置 

・建設残土及び副産物については、可能な限り場

内利用又は再資源化に努める。 

・場内利用又は再資源化が困難な廃棄物について

は、保管標識等を用いて適切に保管及び処理す

る。 

表 9.2.1(16) 環境保全措置 

・建設残土及び副産物については、可能な限り場

内利用又は再資源化に努める。 

・場内利用又は再資源化が困難な廃棄物について

は、保管標識等を用いて適切に保管及び処理す

る。 

・工事期間中は、工事現場に監督員を配置すると

ともに、第三者に工事監理を委託し、建設副産物

について適切に処理されるよう監視を行う。 

 P9-17 表 9.2.1(16) 評価結果 表 9.2.1(16) 評価結果 

 

(2)環境保全施策との整合性を追加 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 
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表 11.1(35) 準備書の記載事項の追加・修正内容 

評価書 

記載ページ 
準備書の該当箇所及び記載内容 評価書の追加・修正内容 

第 9章 P9-18 表 9.2.1(17) 環境保全措置 

・廃棄物については、適正な処理に努める。 

・施設では処理が困難な廃棄物、処理を行わず一

時保管する廃棄物については、適切に保管する。

・計画施設の運営にあたっては、3R の推進など、

廃棄物の削減施策を適切に実施する。 

表 9.2.1(17) 環境保全措置 

・廃棄物については、適正な処理に努める。 

・施設では処理が困難な廃棄物、処理を行わず一

時保管する廃棄物については、適切に保管する。

・計画施設の運営にあたっては、3R の推進など、

自治体の廃棄物の削減施策等を適切に実施する。

巻末 

用語解説集 
人の健康の保護に関する環境基準 

水質汚濁に係る環境基準で、人の健康を維持する

ことが望ましい基準として設定された項目をい

う。人の健康を保護するために、カドミウム、シ

アン、有機燐、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、

アルキル水銀、PCB 等の 23 項目（健康項目）につ

いて基準が設定されている。これらの基準値はす

べての公共用水域において一律であり、おおむね

水道水の水質基準値と同じであるが、総水銀、ア

ルキル水銀、PCB については、魚介類の生物濃縮

を通じ、食品として人体に取り入れられる危険性

が大きいことから、これを考慮した値となってい

る。又、健康項目に挙げられた物質は、有害物質

とも呼ばれている。（出典 3） 

人の健康の保護に関する環境基準 

水質汚濁に係る環境基準で、人の健康を維持する

ことが望ましい基準として設定された項目をい

う。人の健康を保護するために、カドミウム、シ

アン、有機燐、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、

アルキル水銀、PCB 等の 27 項目（健康項目）につ

いて基準が設定されている。これらの基準値はす

べての公共用水域において一律であり、おおむね

水道水の水質基準値と同じであるが、総水銀、ア

ルキル水銀、PCB については、魚介類の生物濃縮

を通じ、食品として人体に取り入れられる危険性

が大きいことから、これを考慮した値となってい

る。又、健康項目に挙げられた物質は、有害物質

とも呼ばれている。（出典 3） 

備考：本文中に記載されていた「*」、「注」等の記号は省略して記載した。ただし、表 11.1(5)中の※は例外である。 

 

 

 

 


